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Ⅰ 調査の概要 

１－１ 調査目的 

本調査は、川内村民の現在の居住状況や今後の居住希望、今後の生活において求める支援、避難生活

の現況及び意向等の基礎的情報収集等を目的とする。 

 

１－２ 調査内容 

※４－１ 使用調査票を参照のこと 

 

１－３ 調査設計 

（１）調査地域   川内村 

（２）調査対象と標本数  世帯の代表者 １,２９４世帯 

（３）調査手法   郵送にて配布・回収（自記式） 

（４）調査期間   平成２７年１２月７日（月）～平成 2７年１２月２１日（月） 

（５）調査主体      復興庁、福島県、川内村 

（６）調査機関   株式会社サ－ベイリサ－チセンタ－ 

 

１－４ 回収結果 

有効回収数 572 世帯（有効回収率 44.2％） 

 

 

１－５ 報告書の見方 

・調査数（n ＝ Number of cases）とは、回答者総数あるいは分類別の回答者数のことである。 

・回答の構成比は百分率であらわし、小数点第２位を四捨五入して算出している。従って、回答比率の

合計が 100％にならない場合がある。 

・回答者が２つ以上の回答をすることができる多肢選択式の質問においては、全ての選択肢の比率を合

計すると 100％を超える。 

・図表および文章中で、選択肢の語句等を一部簡略化している場合がある。 

・調査数（n 値）が少数（概ね 30 を下回る）のものは、統計上、回答構成比の信頼性が低いため、文章

中の分析では言及していない。ただし、震災発生当時の住まいの行政区別の分析はｎ値が 30 を下回

る場合も言及する場合がある。 

・震災発生時の居住行政区により、調査票を２種類にわけて質問しているが、質問番号の重複があるた

め、以下のように質問番号を付与している。 

第８行政区（旧居住制限区域）以外にお住まいの方 ⇒ 質問番号の末尾に「A」 

第８行政区（旧居住制限区域）にお住まいの方 ⇒ 質問番号の末尾に「B」 
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Ⅱ 回答者の属性 
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Ⅱ 回答者の属性 

 

 

  



Ⅱ 回答者の属性 

２－１ 回答者の属性 

 

（１）年齢 

＜図表２－１－１＞ 

 

 

 

（２）震災発生当時の住まいの行政区 

＜図表２－１－２＞ 

 

※避難指示が解除された区域とは「第５行政区（福島第一原子力発電所 20km 圏内）」、「第７行政区（福島第一原子力発電所

20km 圏内）」、「第８行政区（旧避難指示解除準備区域）」の平成 26 年 10 月 1 日に避難指示解除された区域の事をいう 

※避難指示が出ている区域とは「第８行政区（旧居住制限区域）」にて平成 26 年 10 月 1 日に避難指示解除準備区域に見直され

た区域の事をいう 

 

 

  

全　体 n = 572 1.7 4.4 7.9 15.7 29.0 40.2 1.0

(%)

１０～２０代
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Ⅱ 回答者の属性 

（３）震災発生当時の世帯構成・人数 

＜図表２－１－３＞ 

 

 

（４）現在の世帯構成・人数 

 

＜図表２－１－４＞ 

 
 

 

（５）現在の職業（就業形態） 

 

＜図表２－１－５＞ 
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67.5

3.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 572
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世帯人数世帯構成

全　体 n = 572 13.6 1.9 5.9 16.3 2.1 3.7 5.4

-

36.4 4.9 3.7 6.1

(%)

自営業・

会社経営者

（継続中もしくは

再開済）

自営業・会社

経営者（休業中）

会社員（勤め人）

（事務や内勤を

主とする業務）

会社員（勤め人）

（労務や外勤を

主とする業務）

団体職員

公務員

パート・

アルバイト

学生

無職（職を

探していない）

無職（職を

探している） その他 無回答
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Ⅱ 回答者の属性 

（６）現在の職業（業種） 

＜図表２－１－６＞ 

 

 

 

（７）震災発生当時の住居形態 

＜図表２－１－７＞ 

 

 

全　体 n = 301 15.9 21.3 5.6 6.0 3.3 17.6 0.3 5.0 2.3 5.0 4.7 13.0

(%)

農・林・漁・

畜産業 建設業 製造業

電気・ガス・

水道業

運輸業

卸・小売り・

飲食、サービス業

金融・

保険業

医療・福祉

教育

公務

その他 無回答

全　体 n = 572 81.5 2.3

1.9

2.4

1.2

6.6 1.0

1.7

1.2

(%)

持ち家

（一戸建）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅） 公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

宿舎など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家
親戚・

知人宅
その他

無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

 

 

  



 
Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１ 現在の状況 

３－１－１  世帯構成・人数 

（１）震災発生当時の世帯構成・人数 

 

 

① 震災発生当時の世帯構成 

震災発生当時の世帯構成は、「65 歳以上のいる世帯」が 78.3％と最も高く、次いで「18 歳以上 65 歳未

満のいる世帯」が 68.2％、「小学生のいる世帯」が 12.6％となっている。また、再集計を行った「18 歳未

満のいる世帯」は 23.6％、「65 歳以上だけの世帯」は 27.1％となっている。 

 

 

＜図表３－１－１－１ 震災発生当時の世帯構成＞ 

 
 

＜図表３－１－１－２ 震災発生当時の世帯構成（年齢別）＞ 
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８
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＊集計結果を基に再集計

8.9
12.6

5.6 7.0

68.2

78.3

3.5

23.6
27.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 572

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 572 n = 10 n = 25 n = 45 n = 90 n = 166 n = 230

未就学児（小学校入学前）のいる世帯

小学生のいる世帯

中学生のいる世帯

１５歳以上１８歳未満（中学生を除く）の
いる世帯

１８歳以上６５歳未満のいる世帯

６５歳以上のいる世帯

無回答

8.9

12.6

5.6

7.0

68.2

78.3

3.5

0% 50% 100%

20.0

10.0

10.0

10.0
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-

0% 50% 100%
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4.0
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-
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0% 50% 100%

4.3

8.7

3.9
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32.6
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5.2

0% 50% 100%

問５A・問４B 震災発生当時に、あなたを含めて一緒に住んでいた方の人数を教えてください。あなたご自身を

含めて、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。（人数で回答） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－１－１－３ 震災発生当時の世帯構成（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 
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0% 50% 100%

避難指示が解除された

区域及び避難指示が

出ている区域
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

② 震災発生当時の世帯人数 

震災発生当時の世帯人数は、「２人」が 29.2％と最も高く、次いで「３人」が 16.4％、「１人」が 14.0％

となっている。 

回答者の年齢別にみると、「1 人」は 70 代以上（22.2％）で、「２人」は 70 代以上（39.1%）で、「３

人」は 60 代（21.7%）で、「４人」は 40 代（20.0%）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域及び避難指示が出ている区域では

「２人」（36.4％）が高くなっている。その他の居住行政区では、全体と同様の傾向にある。 

 

＜図表３－１－１－４ 震災発生当時の世帯人数（年齢別）＞ 

 

 

＜図表３－１－１－５ 震災発生当時の世帯人数（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 25

４０代 n = 45

５０代 n = 90

６０代 n = 166

７０代以上 n = 230

14.0

20.0

12.0

15.6

5.6

6.6

22.2

29.2

-

16.0

11.1

24.4

27.7

39.1

16.4

-

16.0

15.6

18.9

21.7

13.0

13.3

30.0

24.0

20.0

16.7

19.3

4.3

9.1

40.0

4.0

8.9

16.7

10.8

4.3

7.9

10.0

12.0

15.6

7.8

6.0

7.4

4.7

-

12.0

11.1

4.4

4.2

3.5

1.9

-

4.0

2.2

4.4

1.8

0.9

3.5

-

-

-

1.1

1.8

5.2

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人以上 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 572

避難指示が解除された

区域及び避難指示が
出ている区域

n = 129

その他の居住行政区 n = 431

14.0

17.1

12.8

29.2

36.4

27.6

16.4

12.4

17.9

13.3

11.6

13.9

9.1

4.7

10.4

7.9

6.2

8.6

4.7

4.7

4.9

1.9

2.3

1.9

3.5

4.7

2.1

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人以上 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（２）現在の世帯構成・人数 

 

 

① 現在の世帯構成 

現在の世帯構成は、「65 歳以上のいる世帯」が 67.5％と最も高く、次いで「18 歳以上 65 歳未満のいる

世帯」が 60.0％、「中学生のいる世帯」が 6.3％となっている。また再集計を行った「18 歳未満のいる世

帯」は 14.5％、「65 歳以上だけの世帯」は 35.5％となっており、震災発生当時の世帯構成と比べ高齢者の

みの世帯の割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－１－６ 現在の世帯構成＞ 

 
 

＜図表３－１－１－７ 現在の世帯構成（年齢別）＞ 

 

 

  

未

就

学

児

（
小

学

校

入

学

前

）
の

い

る

世

帯

小

学

生

の

い

る

世

帯

中

学

生

の

い

る

世

帯

１

５

歳

以

上

１

８

歳

未

満

（
中

学

生

を

除

く

）
の

い

る

世

帯

１

８

歳

以

上

６

５

歳

未

満

の

い

る

世

帯

６

５

歳

以

上

の

い

る

世

帯

無

回

答

１

８

歳

未

満

の

い

る

世

帯

６

５

歳

以

上

だ

け

の

世

帯

＊集計結果を基に再集計

4.7 5.8 6.3 3.7

60.0

67.5

3.5

14.5

35.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 572

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 572 n = 10 n = 25 n = 45 n = 90 n = 166 n = 230

未就学児（小学校入学前）のいる世帯

小学生のいる世帯

中学生のいる世帯

１５歳以上１８歳未満（中学生を除く）の

いる世帯

１８歳以上６５歳未満のいる世帯

６５歳以上のいる世帯

無回答

4.7

5.8

6.3

3.7

60.0

67.5

3.5

0% 50% 100%

20.0

10.0

-

-

100.0

20.0

-

0% 50% 100%

40.0

36.0

16.0

8.0

100.0

12.0

-

0% 50% 100%

13.3

22.2

24.4

13.3

100.0

20.0

-

0% 50% 100%

3.3

4.4

7.8

8.9

97.8

41.1

2.2

0% 50% 100%

3.0

3.6

3.6

1.8

74.1

68.7

2.4

0% 50% 100%

0.4

1.3

3.5

0.9

22.2

95.7

4.3

0% 50% 100%

問 6A・問５B 「現在」、あなたを含めて一緒に住んでいる方の人数を教えてください。あなたご自身を含め

て、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－１－１－８ 現在の世帯構成（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 その他の

居住行政区

n = 572 n = 129 n = 431

未就学児（小学校入学前）のいる世帯

小学生のいる世帯

中学生のいる世帯

１５歳以上１８歳未満（中学生を除く）の

いる世帯

１８歳以上６５歳未満のいる世帯

６５歳以上のいる世帯

無回答

4.7

5.8

6.3

3.7

60.0

67.5

3.5

0% 50% 100%

3.1

7.0

3.9

1.6

48.8

70.5

3.1

0% 50% 100%

5.3

5.6

7.0

4.4

63.6

67.3

2.8

0% 50% 100%

避難指示が解除された

区域及び避難指示が

出ている区域
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

② 現在の世帯人数 

現在の世帯人数は、「２人」が 41.3％と最も高く、次いで「１人」が 22.9％、「３人」が 15.4％となっ

ている。 

回答者の年齢別にみると、「1 人」は 70 代以上（26.5％）で、「２人」は 70 代以上（50.0%）で、「３

人」は 60 代（19.3％）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域及び避難指示が出ている区域では

「２人」（48.8％）が高くなっている。 

 

＜図表３－１－１－９ 現在の世帯人数（年齢別）＞ 

 

 

＜図表３－１－１－10 現在の世帯人数（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 25

４０代 n = 45

５０代 n = 90

６０代 n = 166

７０代以上 n = 230

22.9

20.0

20.0

31.1

16.7

19.9

26.5

41.3

50.0

16.0

20.0

37.8

41.0

50.0

15.4

10.0

16.0

15.6

18.9

19.3

11.7

9.8

20.0

20.0

22.2

13.3

10.8

3.9

4.5

-

28.0

8.9

8.9

1.8

1.7

1.2

-

-

2.2

2.2

1.2

0.9

0.7

-

-

-

-

1.8

0.4

0.7

-

-

-

-

1.8

0.4

3.5

-

-

-

2.2

2.4

4.3

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人以上 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 572

避難指示が解除された

区域及び避難指示が
出ている区域

n = 129

その他の居住行政区 n = 431

22.9

25.6

22.0

41.3

48.8

40.1

15.4

12.4

16.5

9.8

5.4

11.1

4.5

2.3

4.6

1.2

0.8

1.4

0.7

0.8

0.7

0.7

0.8

0.7

3.5

3.1

2.8

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人以上 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－２  職業 

（１）現在の職業（就業形態） 

 

 

現在の職業（就業形態）については､「無職（職を探していない・職を探している）」以外では、「会社員（勤

め人）（労務や外勤を主とする業務）」（16.3％）が最も高く、次いで「自営業・会社経営者（継続中もしくは

再開済）」（13.6％）、「会社員（勤め人）（事務や内勤を主とする業務）」（5.9％）となっている。 

回答者の年齢別にみると、40 代で「会社員（勤め人）（労務や外勤を主とする業務）」が 35.6％、50 代

で「会社員（勤め人）（労務や外勤を主とする業務）」が 36.7％、60 代で「自営業・会社経営者（継続中も

しくは再開済）」が 24.7％、70 代以上で「無職（職を探していない）」が 70.4％とそれぞれの年齢で最も

割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－２－１ 現在の職業（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 25

４０代 n = 45

５０代 n = 90

６０代 n = 166

７０代以上 n = 230

13.6

-

4.0

6.7

12.2

24.7

9.6

1.9

-

-

-

1.1

2.4

2.6

5.9

50.0

20.0

6.7

14.4

3.6

0.4

16.3

30.0

24.0

35.6

36.7

20.5

0.4

2.1

-

8.0

6.7

3.3

2.4

-

3.7

10.0

24.0

8.9

4.4

3.6

-

5.4

10.0

8.0

11.1

4.4

9.6

1.3

-

-

-

-

-

-

-

36.4

-

8.0

8.9

13.3

16.9

70.4

4.9

-

4.0

11.1

3.3

7.2

3.0

3.7

-

-

4.4

4.4

4.8

3.0

6.1

-

-

-

2.2

4.2

9.1

自営業・

会社経営者

（継続中もしくは

再開済）

自営業・

会社経営者

（休業中）

会社員（勤め人）

（事務や内勤を

主とする業務）

会社員（勤め人）

（労務や外勤を

主とする業務）

団体職員

公務員

パート・

アルバイト

学生

無職（職を

探していない）

無職（職を

探している）

その他 無回答

問２AB 現在のあなたの職業を教えてください。仕事に就いている方は、業種も教えてください。なお、２つ以

上の職業を持っている場合は、主な収入源になっている職業を教えてください。 

（1）職業（就業形態）（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域及び避難指示が出ている区域では

「無職（職を探していない）」が 48.8％と全体の傾向と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－２－２ 現在の職業（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

避難指示が解除された

区域及び避難指示が

出ている区域

n = 129

その他の居住行政区 n = 431

13.6

10.9

14.4

1.9

1.6

2.1

5.9

3.9

6.7

16.3

11.6

18.1

2.1

1.6

2.3

3.7

0.8

4.6

5.4

3.9

5.8

-

-

-

36.4

48.8

32.9

4.9

4.7

4.9

3.7

3.9

3.5

6.1

8.5

4.6

自営業・

会社経営者

（継続中もしくは

再開済）

自営業・

会社経営者

（休業中）

会社員（勤め人）

（事務や内勤を

主とする業務）

会社員（勤め人）

（労務や外勤を

主とする業務）

団体職員

公務員

パート・

アルバイト

学生

無職（職を

探していない）

無職（職を

探している）

その他 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

業種別にみると、農・林・漁・畜産業では「自営業・会社経営者（継続中もしくは再開済）」（66.7％）、建

設業では「会社員（勤め人）（労務や外勤を主とする業務）」（57.8％）、卸・小売り・飲食、サービス業では

「自営業・会社経営者（継続中もしくは再開済）」（39.6％）が高い割合を占めている。 

 

 

＜図表３－１－２－３ 現在の職業（業種別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 301

農・林・漁・畜産業 n = 48

建設業 n = 64

製造業 n = 17

電気・ガス・水道業 n = 18

運輸業 n = 10

卸・小売り・飲食、サービス業 n = 53

金融・保険業 n = 1

医療・福祉 n = 15

教育 n = 7

公務 n = 15

その他 n = 14

25.9

66.7

14.1

17.6

22.2

20.0

39.6

-

6.7

-

-

14.3

3.7

4.2

4.7

5.9

-

-

3.8

-

-

-

-

-

11.3

4.2

7.8

29.4

27.8

-

13.2

100.0

26.7

-

6.7

7.1

30.9

12.5

57.8

41.2

50.0

70.0

18.9

-

-

-

-

42.9

4.0

4.2

-

-

-

-

1.9

-

33.3

-

20.0

7.1

7.0

-

-

-

-

-

-

-

13.3

85.7

73.3

-

10.3

6.3

7.8

5.9

-

10.0

17.0

-

13.3

14.3

-

14.3

7.0

2.1

7.8

-

-

-

5.7

-

6.7

-

-

14.3

自営業・

会社経営者

（継続中もしくは

再開済）

自営業・

会社経営者

（休業中）

会社員（勤め人）

（事務や内勤を

主とする業務）

会社員（勤め人）

（労務や外勤を

主とする業務）

団体職員 公務員

パート・

アルバイト その他
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（２）現在の業種 

 

 

現在の業種については､「建設業」が 21.3％と最も高く、次いで「卸・小売り・飲食、サービス業」が 17.6％、

「農・林・漁・畜産業」が 15.9％となっている。 

 回答者の年齢別にみると、「農・林・漁・畜産業」は 60 代（21.8％）、70 代以上（32.5%）で、「建設

業」は 40 代（30.6％）で、「製造業」は 30 代（13.6％）、40 代（11.1％）で、「運輸業」は 40 代（8.3%）

で、「医療・福祉」は 40 代（13.9％）で、他の年齢に比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－２－４ 業種（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 301

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 22

４０代 n = 36

５０代 n = 73

６０代 n = 119

７０代以上 n = 40

15.9

-

9.1

8.3

4.1

21.8

32.5

21.3

-

-

30.6

26.0

26.1

7.5

5.6

10.0

13.6

11.1

5.5

2.5

5.0

6.0

10.0

9.1

8.3

8.2

3.4

5.0

3.3

-

4.5

8.3

5.5

1.7

-

17.6

30.0

9.1

11.1

12.3

21.8

22.5

0.3

-

-

-

1.4

-

-

5.0

20.0

9.1

13.9

2.7

2.5

2.5

2.3

10.0

4.5

5.6

2.7

0.8

-

5.0

-

22.7

2.8

5.5

4.2

-

4.7

-

9.1

-

8.2

4.2

2.5

13.0

20.0

9.1

-

17.8

10.9

22.5

農・林・漁・

畜産業

建設業

製造業

電気・ガス・

水道業

運輸業

卸・小売り・

飲食、サービス業

金融・

保険業

医療・福祉

教育 公務 その他 無回答

問 2ＡB 現在のあなたの職業を教えてください。仕事に就いている方は、業種も教えてください。なお、２つ

以上の職業を持っている場合は、主な収入源になっている職業を教えてください。 

【仕事に就いている方（問 2（1）AB で「1」から「７」、「11」と回答した方）にうかがいます。】 

（2）業種（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域及び避難指示が出ている区域では

「医療・福祉業」が 10.2％と全体の傾向と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－２－５ 現在の業種（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 301

避難指示が解除された
区域及び避難指示が

出ている区域

n = 49

その他の居住行政区 n = 248

15.9

16.3

15.3

21.3

18.4

22.2

5.6

4.1

6.0

6.0

4.1

6.5

3.3

2.0

3.6

17.6

16.3

17.7

0.3

-

0.4

5.0

10.2

4.0

2.3

-

2.8

5.0

2.0

5.6

4.7

6.1

4.4

13.0

20.4

11.3

農・林・漁・

畜産業

建設業

製造業

電気・ガス・

水道業

運輸業

卸・小売り・

飲食、サービス業

金融・

保険業

医療・福祉

教育 公務 その他 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－３  震災発生当時の住まいの居住行政区 

 

 

震災発生当時の住まいの居住行政区については、「第３行政区」が 18.2％と最も高く、次いで「第５行政

区（福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内）」が 11.7％、「第１行政区」が 11.5％となっている。 

 

 

＜図表３－１－３－１ 震災発生当時の住まいの居住行政区＞ 
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無

回
答

11.5

5.6

18.2

8.9

11.7
10.3 9.8

2.6

6.5 6.1

2.1

4.5

2.1

0%

5%

10%

15%

20%

25%
n = 572

問３A 震災発生当時にお住まいだった行政区を教えてください。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－４  震災発生当時の住居形態 

 

 

震災発生当時の住居形態については、「持ち家（一戸建）」が 81.5％と最も高く、次いで「家族のどなたか

のお住まい・実家」が 6.6％、「公営住宅」が 2.4％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「持ち家（一戸建）」は 10～20 代が 50.0％で 30 代、40 代より高く、30 代

から年齢が高くなるにつれ割合が高くなり、70 代以上では 90.0％と 9 割を占める。 

 

 

＜図表３－１－４－１ 震災発生当時の住居形態（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 25

４０代 n = 45

５０代 n = 90

６０代 n = 166

７０代以上 n = 230

81.5

50.0

36.0

44.4

85.6

88.6

90.0

2.3

-

-

11.1

-

3.6

0.9

1.9

20.0

12.0

6.7

1.1

0.6

-

2.4

-

12.0

2.2

5.6

1.2

1.3

1.2

-

4.0

4.4

1.1

0.6

0.9

6.6

30.0

28.0

26.7

6.7

3.0

2.2

1.0

-

4.0

2.2

-

-

1.7

1.7

-

4.0

2.2

-

2.4

1.7

1.2

-

-

-

-

-

1.3

持ち家

（一戸建）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅 給与住宅

（社宅、

公務員

宿舎など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家
親戚・

知人宅 その他 無回答

問４A・問３B 震災発生当時にお住まいだった住宅は、どのような形態でしたか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－１－４－２ 震災発生当時の住居形態（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 572

避難指示が解除された
区域及び避難指示が

出ている区域

n = 129

その他の居住行政区 n = 431

81.5

79.8

83.1

2.3

1.6

2.6

1.9

-

2.6

2.4

3.9

2.1

1.2

2.3

0.9

6.6

8.5

6.0

1.0

0.8

1.2

1.7

2.3

1.2

1.2

0.8

0.5

持ち家

（一戸建）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅 給与住宅

（社宅、

公務員

宿舎など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家
親戚・

知人宅 その他 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－５  現在の住まいの場所 

 

 

現在の住まいの場所については、「震災発生当時の住居」が 46.6％と最も高く、次いで「震災発生当時の

住居以外」が 26.6％、「震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来している」が 17.7％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「震災発生当時の住居」は 60 代（57.6%）、70 代以上（52.7%）で過半数を

占める。一方、「震災発生当時の住居以外」は 30 代で 84.0％、40 代で 65.1%と高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－５－１ 現在の住まいの場所（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 560

１０～２０代 n = 10

３０代 n = 25

４０代 n = 43

５０代 n = 88

６０代 n = 165

７０代以上 n = 224

46.6

10.0

8.0

11.6

44.3

57.6

52.7

26.6

80.0

84.0

65.1

26.1

17.6

17.0

17.7

10.0

4.0

18.6

25.0

20.6

14.3

9.1

-

4.0

4.7

4.5

4.2

16.1

震災発生当時の住居

震災発生当時の

住居以外

震災発生当時の住居と

それ以外の住居を

行き来している 無回答

問７A あなたが現在お住まいの場所はどちらですか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「震災発生当時の住居」

（38.5％）と「震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来している」（14.5％）と回答した世帯をあ

わせると約 5 割となっている。 

 

 

＜図表３－１－５－2 現在の住まいの場所（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 560

避難指示が解除された区域 n = 117

その他の居住行政区 n = 431

46.6

38.5

49.7

26.6

29.9

25.5

17.7

14.5

18.6

9.1

17.1

6.3

震災発生当時の住居

震災発生当時の

住居以外

震災発生当時の住居と

それ以外の住居を

行き来している 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－６  震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援 

 

 

震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援については、「道路整備」が 58.2％と最も高く、次

いで「医療・介護福祉施設の充実」が 57.1％、「商業施設の充実」が 42.9％となっている。 

 

 

＜図表３－１－６－１ 震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援＞ 
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58.2 57.1

42.9

33.0 30.3
27.2 24.9

21.5 18.8
14.2

7.3
3.4 0.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 261

【問７A で「1．震災発生当時の住居」と回答した方にうかがいます。】 

問８A 川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、「道路整備」は 50 代（74.4%）、60 代（65.3%）で、「医療・介護福祉施設の

充実」は 70 代以上（61.0%）で、「除染の徹底による線量軽減」は 60 代（38.9％）で、「公共機関の充実」

は 70 代以上（33.1％）で、「雇用確保・就業支援」は 60 代（30.5%）で、「高校への進学支援（通学含め）

を考えた学校や教育施設の充実や親切」は 60 代（25.3％）で他の年齢と比べて割合が高い。 

世帯構成別にみると、「高校への進学支援（通学含め）を考えた学校や教育施設の充実や親切」は 18 歳未

満のいる世帯（52.6％）で過半数を占め高くなっている。 

 

＜図表３－１－６－２ 震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援（年齢別）＞ 

 

 

＜図表３－１－６－３ 震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援（世帯構成別）＞

 

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 261 n = 1 n = 2 n = 5 n = 39 n = 95 n = 118

道路整備
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その他
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無回答

58.2

57.1

42.9

33.0

30.3
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21.5
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14.2
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0% 50% 100%
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0% 50% 100%
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40.0
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40.0

-

60.0
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-

-

-

0% 50% 100%

74.4

43.6

35.9

20.5

25.6

20.5

20.5

17.9

17.9

17.9

7.7

2.6

2.6

0% 50% 100%

65.3

56.8

46.3

38.9

30.5

20.0

26.3

30.5

25.3

17.9

8.4

2.1

-

0% 50% 100%

48.3

61.0

40.7

33.1

31.4

33.1

26.3

12.7

10.2

10.2

6.8

5.1

0.8

0% 50% 100%

全　体 １８歳未満の
いる世帯

６５歳以上
だけの世帯

n = 261 n = 19 n = 112

道路整備

医療・介護福祉施設の充実

商業施設の充実

除染の徹底による線量軽減

住宅の修繕や建て替えへの支援

公共交通機関の充実

被ばく低減対策

雇用確保・就業支援

高校への進学支援（通学含め）を

考えた学校や教育施設の充実や新設

携帯電話やインターネット等通信
環境の改善

その他

特にない

無回答

58.2

57.1

42.9

33.0

30.3

27.2

24.9

21.5

18.8

14.2

7.3

3.4

0.8

0% 50% 100%

36.8

36.8
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31.6
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26.3

26.3

52.6

5.3

-
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-

0% 50% 100%
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58.0

43.8

26.8

27.7

32.1

25.9

10.7

8.0

10.7

8.0

5.4

-

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「医療・介護福祉施設の充実」

（62.2%）、「商業施設の充実」（55.6％）、「携帯電話やインターネット等通信環境の改善」（20.0％）の割

合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－６－４ 震災発生当時の住居に居住している場合に必要な支援（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 避難指示が

解除された区域

その他の

居住行政区
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27.6

25.7

23.4

21.5

12.6

7.0

3.7

0.5

0% 50% 100%

31



 
Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－７  震災発生当時の住居以外に居住している理由 

 
 

震災発生当時の住居以外に居住している理由については、「震災発生当時の住居周辺は放射線量の高さが心

配だったから（心配だから）」が 40.7％と最も高く、次いで、「通勤・通学等がしにくいから」が 24.2％、

「震災発生当時の住居周辺に住む人が少ないと思ったから（思うから）」が 20.6％となっている。 

 

 

＜図表３－１－７－１ 震災発生当時の住居以外に居住している理由＞ 
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20%

40%
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【問７A で「2．震災発生当時の住居以外」または「3．震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来してい
る」と回答した方にうかがいます。】 

問１０A 震災発生当時の住居以外にお住まいの理由は、何ですか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、「震災発生当時の住居周辺は放射線量の高さが心配だったから（心配だから）」

は 60 代（55.6%）、70 代以上（47.1％）で、「通勤・通学等がしにくいから」は 30 代（40.9％）、40 代

（41.7％）、50 代（46.7％）で、「震災発生当時の住居周辺に住む人が少ないと思ったから（思うから）」

は 60 代（28.6%）、70 代以上（28.6％）で、「震災発生当時の住居が荒廃していたから（荒廃しているか

ら）」は 60 代（23.8％）で、「震災発生当時の住居周辺で農作業ができないから」は 60 代（17.5％）、70

代以上（22.9％）で、「新たな場所で生活を再開したかったから（開始したいから）」は 40 代（22.2％）で、

「震災発生当時の住居が貸家だったから」は 30 代（13.6％）、40 代（13.9％）で他の年齢と比べて割合

が高くなっている。 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では「通勤・通学等がしにくいから」（52.6%）が高い。一方

65 歳以上だけの世帯では「震災発生当時の住居周辺は放射線量の高さが心配だったから（心配だから）」

（52.5％）、「震災発生当時の住居周辺に住む人が少ないと思ったから（思うから）」（36.1％）、「震災発生当

時の住居周辺で農作業ができないから」（26.2％）の割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－７－２ 震災発生当時の住居以外に居住している理由（年齢別）＞ 

 

 

＜図表３－１－７－３ 震災発生当時の住居以外に居住している理由（世帯構成別）＞ 

 
 

  

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 248 n = 9 n = 22 n = 36 n = 45 n = 63 n = 70

震災発生当時の住居周辺は放射線量

の高さが心配だったから（心配だから）

通勤・通学等がしにくいから

震災発生当時の住居周辺に住む人が
少ないと思ったから（思うから）

震災発生当時の住居が荒廃していた
から（荒廃しているから）

震災発生当時の住居周辺で農作業が

出来ないから

新たな場所で生活を開始したかった

から（開始したいから）

震災発生当時の住居が貸家だった
から

その他

無回答

40.7

24.2

20.6

16.9

12.5

9.3

7.7

30.2

5.6

0% 50% 100%

11.1

55.6

-

11.1

-

22.2

-

33.3

11.1

0% 50% 100%

27.3

40.9

13.6

13.6

-

9.1

13.6

27.3

4.5

0% 50% 100%

33.3

41.7

16.7

16.7

-

22.2

13.9

30.6

5.6

0% 50% 100%

26.7

46.7

6.7

11.1

8.9

6.7

4.4

33.3

4.4

0% 50% 100%

55.6

11.1

28.6

23.8

17.5

4.8

7.9

28.6

1.6

0% 50% 100%

47.1

4.3

28.6

15.7

22.9

5.7

4.3

31.4

10.0

0% 50% 100%

全　体 １８歳未満の

いる世帯

６５歳以上

だけの世帯

n = 248 n = 57 n = 61

震災発生当時の住居周辺は放射線量

の高さが心配だったから（心配だから）

通勤・通学等がしにくいから

震災発生当時の住居周辺に住む人が

少ないと思ったから（思うから）

震災発生当時の住居が荒廃していた

から（荒廃しているから）

震災発生当時の住居周辺で農作業が

出来ないから

新たな場所で生活を開始したかった

から（開始したいから）

震災発生当時の住居が貸家だった

から

その他

無回答

40.7

24.2

20.6

16.9

12.5

9.3

7.7

30.2

5.6

0% 50% 100%

43.9

52.6

17.5

19.3

7.0

15.8

12.3

24.6

1.8

0% 50% 100%

52.5

3.3

36.1

14.8

26.2

4.9

4.9

24.6

9.8

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「震災発生当時の住居周辺に

住む人が少ないと思ったから（思うから）」が 36.5%、「震災発生当時の住居が荒廃していたから（荒廃して

いるから）」が 25.0%と高い。一方、その他の居住行政区では「通勤・通学等がしにくいから」が 30.0％と

高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－７－４ 震災発生当時の住居以外に居住している理由（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 避難指示が

解除された区域

その他の

居住行政区

n = 248 n = 52 n = 190

震災発生当時の住居周辺は放射線量

の高さが心配だったから（心配だから）

通勤・通学等がしにくいから

震災発生当時の住居周辺に住む人が

少ないと思ったから（思うから）

震災発生当時の住居が荒廃していた

から（荒廃しているから）

震災発生当時の住居周辺で農作業が

出来ないから

新たな場所で生活を開始したかった

から（開始したいから）

震災発生当時の住居が貸家だった

から

その他

無回答

40.7

24.2

20.6

16.9

12.5

9.3

7.7

30.2

5.6

0% 50% 100%

44.2

5.8

36.5

25.0

11.5

1.9

5.8

23.1

15.4

0% 50% 100%

38.9

30.0

15.8

14.2

12.6

11.6

7.9

32.1

3.2

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－８  震災発生当時の住居以外に居住している場合の自治体 

 
 

震災発生当時の住居以外に住まいがある自治体については、「郡山市」が 35.5％と最も高く、次いで「い

わき市」が 21.0％、「川内村」が 15.7％となっている。 

 

 

＜図表３－１－８－１ 震災発生当時の住居以外に居住している場合の自治体＞ 

 

＜図表３－１－８－２ 震災発生当時の住居に居住以外している場合の主な自治体（年齢別）＞ 

 

 

  

い

わ

き

市

相

馬

市

南

相

馬

市

広

野

町

楢

葉

町

川

内

村

新

地

町

福

島

市

郡

山

市

白

河

市

須

賀

川

市

二

本

松

市

田

村

市

伊

達

市

本

宮

市

桑

折

町

川

俣

町

大

玉

村

西

郷

村

三

春

町

小

野

町

会

津

若

松
市

喜

多

方

市

会

津

美

里
町

福

島

県

内
の

そ

の

他
の

市

町
村

福

島

県

外

無

回

答

21.0

0.4 0.8 - -

15.7

0.4 1.6

35.5

- - -

3.6
0.4 0.4 - - - - 0.4 1.2 0.4 0.4 - -

16.1

1.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%
n = 248

凡　例

(%)

全　体 n = 248

いわき市 n = 52

川内村 n = 39

郡山市 n = 88

福島県外 n = 40

3.6

3.8

5.1

2.3

2.5

8.9

15.4

10.3

4.5

2.5

14.5

17.3

23.1

15.9

7.5

18.1

28.8

5.1

19.3

12.5

25.4

17.3

20.5

27.3

37.5

28.2

15.4

33.3

30.7

37.5

1.2

1.9

2.6

-

-

１０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 無回答

【問７A で「2．震災発生当時の住居以外」または「3．震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来してい
る」と回答した方にうかがいます。】 

問１１A あなたが現在お住まいの、避難先自治体を教えてください。 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では、「福島県外」が 23.1％と高

くなっている。 

 

 

＜図表３－１－８－３ 震災発生当時の住居以外に居住している場合の主な自治体（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

避難指示が解除された区域 n = 52

その他の居住行政区 n = 190

21.0

9.6

24.7

15.7

19.2

14.7

35.5

34.6

35.8

10.1

13.5

8.9

16.1

23.1

13.7

1.6

-

2.1

いわき市 川内村 郡山市

福島県内の

その他の市町村 福島県外 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－１－９  震災発生当時の住居以外に居住している場合の住居形態 

 
 

震災発生当時の住居以外に居住している場合の住居形態については、「応急借上住宅（民間住宅・公営住宅

などの借り上げ型。無償）」が 33.5％と最も高く、次いで「応急仮設住宅（プレハブ型。無償）」が 21.0％

となっている。 

回答者の年齢別にみると、「応急借上住宅（民間住宅・公営住宅などの借り上げ型。無償）」は 40 代（47.2％）、

50 代（46.7％）で、「応急仮設住宅（プレハブ型。無償）」は 70 代以上（32.9％）で「家族のどなたかの

お住まい・実家」は 70 代以上（10.0％）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－１－９－１ 震災発生当時の住居以外に居住している場合の住居形態（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

１０～２０代 n = 9

３０代 n = 22

４０代 n = 36

５０代 n = 45

６０代 n = 63

７０代以上 n = 70

33.5

44.4

31.8

47.2

46.7

30.2

20.0

21.0

-

-

8.3

20.0

25.4

32.9

15.7

-

27.3

8.3

17.8

11.1

20.0

0.8

-

-

-

2.2

1.6

-

5.6

11.1

9.1

5.6

2.2

6.3

5.7

7.7

22.2

9.1

13.9

4.4

12.7

-

5.6

-

9.1

5.6

4.4

6.3

5.7

2.0

22.2

9.1

2.8

-

-

-

4.0

-

-

2.8

2.2

1.6

10.0

2.0

-

-

-

-

4.8

2.9

2.0

-

4.5

5.6

-

-

2.9

応急借上住宅

（民間住宅・

公営住宅などの

借り上げ型。

無償）

応急仮設住宅

（プレハブ型。

無償）

持ち家

（一戸建）

持ち家

（集合住宅）

民間賃貸住宅

（一戸建。

有償）

民間賃貸住宅

（集合住宅。

有償）

公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

宿舎など） 家族のどなた

かのお住まい・

実家

親戚・

知人宅

その他

【問７A で「2．震災発生当時の住居以外」または「3．震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来してい
る」と回答した方にうかがいます。】 

問１２A 現在のお住まいは、どのような形態ですか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－１－９－２ 震災発生当時の住居以外に居住している場合の住居形態（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

避難指示が解除された区域 n = 52

その他の居住行政区 n = 190

33.5

26.9

35.3

21.0

21.2

21.1

15.7

13.5

16.3

0.8

-

1.1

5.6

5.8

5.8

7.7

5.8

8.4

5.6

9.6

4.7

2.0

1.9

2.1

4.0

5.8

3.2

2.0

3.8

1.1

2.0

5.8

1.1

応急借上住宅

（民間住宅・

公営住宅などの

借り上げ型。

無償）

応急仮設住宅

（プレハブ型。

無償）

持ち家

（一戸建）

持ち家

（集合住宅）

民間賃貸住宅

（一戸建。

有償）

民間賃貸住宅

（集合住宅。

有償）

公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

宿舎など） 家族のどなた

かのお住まい・

実家

親戚・

知人宅

その他
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２ 将来の意向 

３－２－１  川内村への居住意向 

 
 

川内村への帰還意向については、「川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」が 43.5％と最も

高く、次いで「現時点ではまだ判断がつかない」が 33.5％、「川内村以外の場所に住みたいと考えている」

が 20.2％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」は年齢が高くなるにつ

れ割合が高い傾向にある。「現時点ではまだ判断がつかない」は 40 代（41.7％）、50 代（42.2%）で他の

年齢と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－１－１ 川内村への居住意向（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

１０～２０代 n = 9

３０代 n = 22

４０代 n = 36

５０代 n = 45

６０代 n = 63

７０代以上 n = 70

43.5

-

18.2

36.1

46.7

52.4

52.9

33.5

33.3

31.8

41.7

42.2

31.7

25.7

20.2

66.7

50.0

22.2

11.1

14.3

14.3

2.8

-

-

-

-

1.6

7.1

川内村内に

住みたいと考えている

（既に住んでいる）

現時点では

まだ判断がつかない

川内村以外の場所に

住みたいと考えている 無回答

【問７A で「2．震災発生当時の住居以外」または「3．震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来してい
る」と回答した方にうかがいます。】 

問１３A 今後のお住まいについて、どのようにお考えですか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、65 歳以上だけの世帯では「川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」

が 50.8%と全体と比べて割合が高い。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「川内村以外に住みたいと考

えている」が 26.9％と全体と比べて割合が高い。 

 

 

＜図表３－２－１－２ 川内村への居住意向（世帯構成別）＞ 

 

 

＜図表３－２－１－３ 川内村への居住意向（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

１８歳未満のいる世帯 n = 57

６５歳以上だけの世帯 n = 61

43.5

43.9

50.8

33.5

31.6

27.9

20.2

24.6

13.1

2.8

-

8.2

川内村内に

住みたいと考えている

（既に住んでいる）

現時点では

まだ判断がつかない

川内村以外の場所に

住みたいと考えている 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 248

避難指示が解除された区域 n = 52

その他の居住行政区 n = 190

43.5

44.2

43.2

33.5

23.1

36.8

20.2

26.9

18.4

2.8

5.8

1.6

川内村内に

住みたいと考えている

（既に住んでいる）

現時点では

まだ判断がつかない

川内村以外の場所に

住みたいと考えている 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

職業別にみると、「会社員（勤め人）（労務や外勤を主とする業務）」、「無職（職を探していない）」において

全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－２－１－４ 川内村への居住意向（職業別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

自営業・会社経営者

（継続中もしくは再開済）
n = 25

自営業・会社経営者

（休業中）
n = 5

会社員（勤め人）（事務や

内勤を主とする業務）
n = 19

会社員（勤め人）（労務や

外勤を主とする業務）
n = 57

団体職員 n = 6

公務員 n = 10

パート・アルバイト n = 14

学生 n = -

無職（職を探していない） n = 77

無職（職を探している） n = 19

その他 n = 11

43.5

48.0

60.0

15.8

47.4

50.0

30.0

42.9

50.6

21.1

63.6

33.5

32.0

40.0

42.1

35.1

33.3

20.0

42.9

28.6

57.9

9.1

20.2

16.0

-

42.1

17.5

16.7

50.0

14.3

15.6

21.1

27.3

2.8

4.0

-

-

-

-

-

-

5.2

-

-

川内村内に

住みたいと考えている

（既に住んでいる）

現時点では

まだ判断がつかない

川内村以外の場所に

住みたいと考えている 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

現在の住まいの場所別にみると、震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来している方では「川内村

内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」が 54.5%と高い。一方、震災発生当時の住居以外の方では

「川内村以外の場所に住みたいと考えている」が 30.2%と高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－１－５ 川内村への居住意向（現在の住まいの場所別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 248

震災発生当時の住居以外 n = 149

震災発生当時の住居とそれ

以外の住居を行き来している
n = 99

43.5

36.2

54.5

33.5

30.2

38.4

20.2

30.2

5.1

2.8

3.4

2.0

川内村内に

住みたいと考えている

（既に住んでいる）

現時点では

まだ判断がつかない

川内村以外の場所に

住みたいと考えている 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－２  川内村への帰還時期 

 

 

川内村への帰還時期については、「既に川内村内に住んでいる」が 35.2％と最も高く、次いで「時期は決

めていないがいずれ住みたい」が 31.5％、「３年以内」が 18.5％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「既に川内村内に住んでいる」は 40 代（53.8%）で、「３年以内」は 40 代

（30.8％）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－２－１ 川内村への帰還時期（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 108

１０～２０代 n = -

３０代 n = 4

４０代 n = 13

５０代 n = 21

６０代 n = 33

７０代以上 n = 37

35.2

50.0

53.8

28.6

30.3

35.1

9.3

-

7.7

9.5

6.1

13.5

18.5

-

30.8

19.0

18.2

16.2

1.9

-

-

9.5

-

-

31.5

50.0

7.7

33.3

36.4

32.4

3.7

-

-

-

9.1

2.7

既に川内村内に

住んでいる １年以内 ３年以内 ５年以内

時期は決めて

いないが

いずれ住みたい 無回答

【問１３A で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 

問１４A 川内村内に住む時期について、現在のお考えをお聞かせください。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では「３年以内」が 24.0%、「5 年以内」が 8.0%と全体と比

べて割合が高い。一方、65 歳以上だけの世帯では「時期は決めていないがいずれ住みたい」が 41.9％と全

体と比べて割合が高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「既に川内村内に住んでいる」

が 52.2％と全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－２－２ 川内村への帰還時期（世帯構成別）＞ 

 

 

＜図表３－２－２－３ 川内村への帰還時期（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 108

１８歳未満のいる世帯 n = 25

６５歳以上だけの世帯 n = 31

35.2

28.0

29.0

9.3

4.0

9.7

18.5

24.0

16.1

1.9

8.0

-

31.5

32.0

41.9

3.7

4.0

3.2

既に川内村内に

住んでいる １年以内 ３年以内 ５年以内

時期は決めて

いないが

いずれ住みたい 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 108

避難指示が解除された区域 n = 23

その他の居住行政区 n = 82

35.2

52.2

31.7

9.3

8.7

8.5

18.5

13.0

19.5

1.9

-

2.4

31.5

26.1

34.1

3.7

-

3.7

既に川内村内に

住んでいる １年以内 ３年以内 ５年以内

時期は決めて

いないが

いずれ住みたい 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－３  川内村へ帰還する場合の住居形態 

 

 

川内村へ帰還する場合の住居形態については、「元の持ち家（自宅）（建て替える場合も含む）」が 73.1％

と最も高く、次いで「公営住宅」が 5.6％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「元の持ち家（自宅）（建て替える場合も含む）」がほとんどの年齢で過半数を占

めている。 

 

 

＜図表３－２－３－１ 川内村へ帰還する場合の住居形態（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 108

１０～２０代 n = -

３０代 n = 4

４０代 n = 13

５０代 n = 21

６０代 n = 33

７０代以上 n = 37

73.1

50.0

46.2

76.2

78.8

78.4

2.8

50.0

-

-

3.0

-

1.9

-

7.7

4.8

-

-

0.9

-

-

-

-

2.7

5.6

-

7.7

9.5

3.0

5.4

1.9

-

15.4

-

-

-

3.7

-

7.7

4.8

3.0

2.7

-

-

-

-

-

-

3.7

-

-

4.8

-

8.1

2.8

-

7.7

-

6.1

-

3.7

-

7.7

-

6.1

2.7

元の持ち家（自宅）

（建て替える

場合も含む）

自宅とは別の場所に

新たに一戸建の

持ち家を購入したい

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間

賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

住宅など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家

親戚・

知人宅

その他

現時点では

判断できない

無回答

【問１３A で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 

問１５A 川内村内に住みたいと考えている方で、その場合のお住まいは、どのような形態を希望されますか。 

（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では「自宅とは別の場所に新たに一戸建の持ち家を購入した

い」が 8.0%と全体と比べて割合が高い。65 歳以上だけの世帯では「元の持ち家（自宅）（建て替える場合

も含む）」が 90.3％と全体と比べて割合が高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「自宅とは別の場所に新たに

一戸建の持ち家を購入したい」（8.7％）、「公営住宅」（13.0％）と全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－３－２ 川内村へ帰還する場合の住居形態（世帯構成別）＞ 

 

 

＜図表３－２－３－３ 川内村へ帰還する場合の住居形態（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 108

１８歳未満のいる世帯 n = 25

６５歳以上だけの世帯 n = 31

73.1

64.0

90.3

2.8

8.0

-

1.9

-

-

0.9

-

3.2

5.6

4.0

3.2

1.9

4.0

-

3.7

8.0

-

-

-

-

3.7

4.0

3.2

2.8

4.0

-

3.7

4.0

-

元の持ち家（自宅）

（建て替える

場合も含む）

自宅とは別の場所に

新たに一戸建の

持ち家を購入したい

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間

賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

住宅など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家

親戚・

知人宅

その他

現時点では

判断できない

無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 108

避難指示が解除された区域 n = 23

その他の居住行政区 n = 82

73.1

56.5

78.0

2.8

8.7

1.2

1.9

-

2.4

0.9

-

1.2

5.6

13.0

3.7

1.9

8.7

-

3.7

-

4.9

-

-

-

3.7

4.3

2.4

2.8

-

3.7

3.7

8.7

2.4

元の持ち家（自宅）

（建て替える

場合も含む）

自宅とは別の場所に

新たに一戸建の

持ち家を購入したい

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間

賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅

給与住宅

（社宅、公務員

住宅など）

家族の

どなたかの

お住まい・

実家

親戚・

知人宅

その他

現時点では

判断できない

無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－４  川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援 

 

 

川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援については、「医療・介護福祉施設の充実」が

68.5％と最も高く、次いで「商業施設の充実」が 57.4％、「道路整備」が 54.6％となっている。 

 

 

＜図表３－２－４－１ 川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援＞ 

 
 

  

医
療

・
介

護

福
祉

施
設

の

充
実

商
業

施
設

の

充
実

道
路

整
備

住
宅

の
修

繕

や
建

て
替

え

へ
の

支
援

除
染

の
徹

底

に
よ

る
線

量

軽
減

被
ば

く
低

減

対
策

公
共

交
通

機

関
の

充
実

雇
用

確
保

・

就
業

支
援

携
帯

電
話

や

イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

等
通

信
環

境

の
改

善

高
校

へ
の

進

学
支

援

（
通

学

含
め

）
を

考

え
た

学
校

や

教
育

施
設

の
充

実

や
新

設

そ
の

他

特
に

な
い

無
回

答

68.5

57.4
54.6

46.3
40.7 38.0

27.8
23.1

18.5 17.6
11.1

1.9 4.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 108

【問１３A で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 

問１６A 川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、「医療・介護福祉施設の充実」は 70 代以上（78.4%）で、「商業施設の充実」

は 40 代（69.2%）、50 代（61.9%）で、「道路整備」は 40 代（69.2％）、「住宅の修繕や建て替えへの支

援」は 50 代（57.1％）で、「除染の徹底による線量軽減」は 50 代（47.6％）、70 代以上（45.9％）で、

「被ばく低減対策」は 70 代以上（51.4％）で、「公共交通機関の充実」は 50 代（33.3％）、70 代以上

（45.9％）で、「雇用確保・就業支援」は 40 代（30.8%）、50 代（38.1%）で、「携帯電話やインターネ

ット等通信環境の改善」は 40 代（38.5％）で、「高校への進学支援（通学含め）を考えた学校や教育施設の

充実や新設」は 40 代（38.5％）、50 代（23.8％）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－４－２ 川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援（年齢別）＞ 

 

 

  

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 108 n = - n = 4 n = 13 n = 21 n = 33 n = 37

医療・介護福祉施設の充実

商業施設の充実

道路整備

住宅の修繕や建て替えへの支援

除染の徹底による線量軽減

被ばく低減対策

公共交通機関の充実

雇用確保・就業支援

携帯電話やインターネット

等通信環境の改善

高校への進学支援（通学含め）を考え

た学校や教育施設の充実や新設

その他

特にない

無回答

68.5

57.4

54.6

46.3

40.7

38.0

27.8

23.1

18.5

17.6

11.1

1.9

4.6

0% 50% 100% 0% 50% 100%

50.0

25.0

100.0

50.0

50.0

50.0

25.0

25.0

25.0

50.0

-

-

-

0% 50% 100%

61.5

69.2

69.2

23.1

30.8

23.1

15.4

30.8

38.5

38.5

23.1

-

7.7

0% 50% 100%

66.7

61.9

47.6

57.1

47.6

42.9

33.3

38.1

19.0

23.8

9.5

-

-

0% 50% 100%

63.6

51.5

54.5

48.5

33.3

24.2

9.1

27.3

18.2

15.2

9.1

6.1

9.1

0% 50% 100%

78.4

59.5

48.6

45.9

45.9

51.4

45.9

8.1

10.8

5.4

10.8

-

2.7

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では「高校への進学支援（通学含め）を考えた学校や教育施設

の充実や新設」（40.0%）、「雇用確保・就業支援」（36.0%）と全体と比べて割合が高い。一方、65 歳以上

だけの世帯では「医療・介護福祉施設の充実」（87.1%）、「被ばく低減対策」（48.4％）、「公共交通機関の充

実」（48.4%）と全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－４－３ 川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援（世帯構成別）＞ 

 

 

  

全　体 １８歳未満の
いる世帯

６５歳以上
だけの世帯

n = 108 n = 25 n = 31

医療・介護福祉施設の充実

商業施設の充実

道路整備

住宅の修繕や建て替えへの支援

除染の徹底による線量軽減

被ばく低減対策

公共交通機関の充実

雇用確保・就業支援

携帯電話やインターネット

等通信環境の改善

高校への進学支援（通学含め）を考え
た学校や教育施設の充実や新設

その他

特にない

無回答

68.5

57.4

54.6

46.3

40.7

38.0

27.8

23.1

18.5

17.6

11.1

1.9

4.6

0% 50% 100%

52.0

48.0

56.0

40.0

36.0

36.0

16.0

36.0

20.0

40.0

16.0

-

4.0

0% 50% 100%

87.1

64.5

58.1

45.2

45.2

48.4

48.4

9.7

9.7

3.2

12.9

3.2

-

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「住宅の修繕や建て替えへの

支援」（56.5%）が全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－４－４ 川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 避難指示が
解除された区域
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居住行政区

n = 108 n = 23 n = 82
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高校への進学支援（通学含め）を考え
た学校や教育施設の充実や新設

その他

特にない

無回答
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0% 50% 100%
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0% 50% 100%
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2.4

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－５  川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報 

 

 

川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報については、「道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤（イ

ンフラ）の復旧時期の目途」が 44.6％と最も高く、次いで「医療・福祉環境の充実」が 42.2％、「どの程度

の住民が戻るかの状況」および「原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や廃炉の状況）」が 28.9％

となっている。 

 

 

＜図表３－２－５－１ 川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報＞ 
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収

束

や

廃

炉

の

状

況

）

放

射

線

量

の

低

下

の

目

途

、

除

染

成

果

の

状

況

働

く

場

の

確

保

の

目

途

受

領

す

る

賠

償

額

の

確

定

放

射

線

の

人

体

へ

の

影

響

に

関

す

る

情

報

中

間

貯

蔵

施

設

の

情

報

住

宅

確

保

へ

の

支

援

に

関

す

る

情

報

教

育

環

境

の

充

実

そ

の

他

現

時

点

で

家

族

間

の

意

見

が

分

か

れ

て

お

り

、
帰

還

意

向

に

つ

い

て

回

答

で

き

な

い

現

時

点

で

は

ど

の

よ

う

な

情

報
が

あ

れ

ば

判

断

で

き

る

か

わ

か

ら

な

い

無

回

答

44.6 42.2

28.9 28.9
25.3 24.1 22.9 21.7

16.9 16.9 14.5 14.5

1.2
7.2

2.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 83

【問１３A で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

問１８A 今後のお住まいについて、判断するために必要なことを教えてください。（○は 1 つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、「道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤（インフラ）の復旧時期の目途」は 40

代（60.0％）で、「医療・福祉環境の充実」は 70 代以上（61.1%）で、「どの程度の住民が戻るかの状況」

は70代以上（50.0%）で、「原子力発電所の安全性に関する情報」（事故収束や廃炉の状況）」は60代（40.0％）

で、「放射線量の低下の目途、除染成果の状況」は 60 代（35.0％）で、「働く場の確保の目途」は 40 代

（40.0％）、50 代（36.8％）で、「放射線の人体への影響に関する情報」は 60 代（40.0%）で、「中間貯

蔵施設の情報」は 60 代（25.0％）で、「住宅確保への支援に関する情報」は 40 代（26.7％）で他の年齢

と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－５－２ 川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報（年齢別）＞ 

 

 

  

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 83 n = 3 n = 7 n = 15 n = 19 n = 20 n = 18

道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤

（インフラ）の復旧時期の目途

医療・福祉環境の充実

どの程度の住民が戻るかの状況

原子力発電所の安全性に関する情報
（事故収束や廃炉の状況）

放射線量の低下の目途、除染成果の

状況

働く場の確保の目途

受領する賠償額の確定

放射線の人体への影響に関する

情報

中間貯蔵施設の情報

住宅確保への支援に関する情報

教育環境の充実

その他

現時点で家族間の意見が分かれて
おり、帰還意向について回答できない

現時点ではどのような情報があれば
判断できるかわからない

無回答

44.6

42.2

28.9

28.9

25.3

24.1

22.9

21.7

16.9

16.9

14.5

14.5

1.2

7.2

2.4

0% 50% 100%

-

-

-

-

-

33.3

33.3

-

-

33.3

-

-

33.3

-

-

0% 50% 100%

57.1

42.9

57.1

57.1

28.6

57.1

57.1

42.9

28.6

28.6

71.4

-

-

-

-

0% 50% 100%

60.0

46.7

6.7

13.3

26.7

40.0

26.7

13.3

13.3

26.7

13.3

26.7

-

6.7

-

0% 50% 100%

42.1

42.1

15.8

21.1

15.8

36.8

15.8

10.5

15.8

5.3

10.5

21.1

-

10.5

5.3

0% 50% 100%

35.0

30.0

30.0

40.0

35.0

10.0

25.0

40.0

25.0

15.0

5.0

20.0

-

10.0

-

0% 50% 100%

44.4

61.1

50.0

33.3

27.8

-

11.1

16.7

11.1

16.7

5.6

-

-

5.6

5.6

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では、「放射線量の低下の目途、除染成果の状況」（38.9％）、

「働く場の確保の目途」（33.3％）、「受領する賠償額の確定」（33.3％）、「放射線の人体への影響に関する情

報」（33.3%）、「中間貯蔵施設の情報」（22.2％）、「住宅確保への支援に関する情報」（27.8％）、「教育環境

の充実」（50.0%）と全体と比べて割合が高い。一方、65 歳以上だけの世帯では「医療・福祉環境の充実」

（52.9％）、「どの程度の住民が戻るかの状況」（47.1%）、「原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束

や廃炉の状況」（35.3％）と全体と比べ割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－５－３ 川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報（世帯構成別）＞ 

 

 

  

全　体 １８歳未満の
いる世帯

６５歳以上
だけの世帯

n = 83 n = 18 n = 17

道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤

（インフラ）の復旧時期の目途

医療・福祉環境の充実

どの程度の住民が戻るかの状況

原子力発電所の安全性に関する情報
（事故収束や廃炉の状況）

放射線量の低下の目途、除染成果の
状況

働く場の確保の目途

受領する賠償額の確定

放射線の人体への影響に関する

情報

中間貯蔵施設の情報

住宅確保への支援に関する情報

教育環境の充実

その他

現時点で家族間の意見が分かれて

おり、帰還意向について回答できない

現時点ではどのような情報があれば
判断できるかわからない

無回答

44.6

42.2

28.9

28.9

25.3

24.1

22.9

21.7

16.9

16.9

14.5

14.5

1.2

7.2

2.4

0% 50% 100%

44.4

44.4

27.8

33.3

38.9

33.3

33.3

33.3

22.2

27.8

50.0

16.7

-

-

-

0% 50% 100%

41.2

52.9

47.1

35.3

35.3

-

17.6

23.5

11.8

11.8

-

11.8

-

5.9

5.9

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では、「道路・鉄道・学校・病院な

どの社会基盤（インフラ）の復旧時期の目途」（50.0％）、「医療・福祉環境の充実」（50.0％）、「どの程度の

住民が戻るかの状況」（41.7％）、「原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や廃炉の状況）」（58.3％）

と全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－５－４ 川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 避難指示が
解除された区域

その他の
居住行政区

n = 83 n = 12 n = 70

道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤

（インフラ）の復旧時期の目途

医療・福祉環境の充実

どの程度の住民が戻るかの状況

原子力発電所の安全性に関する情報
（事故収束や廃炉の状況）

放射線量の低下の目途、除染成果の
状況

働く場の確保の目途

受領する賠償額の確定

放射線の人体への影響に関する

情報

中間貯蔵施設の情報

住宅確保への支援に関する情報

教育環境の充実

その他

現時点で家族間の意見が分かれて

おり、帰還意向について回答できない

現時点ではどのような情報があれば
判断できるかわからない

無回答

44.6

42.2

28.9

28.9

25.3

24.1

22.9

21.7

16.9

16.9

14.5

14.5

1.2

7.2

2.4

0% 50% 100%

50.0

50.0

41.7

58.3

25.0

8.3

8.3

25.0

16.7

16.7

8.3

25.0

-

-

-

0% 50% 100%

44.3

40.0

27.1

24.3

25.7

27.1

25.7

21.4

17.1

15.7

15.7

12.9

1.4

8.6

2.9

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－６  川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援 

 

 

川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援については、「仮設住宅・借り上げ住宅の

継続的利用」が 41.0％と最も高く、次いで「継続的な健康管理の支援」が 37.3％、「道路整備」が 34.9％

となっている。 

 

 

＜図表３－２－６－１ 川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援＞ 

 
  

仮

設

住

宅

・

借

り

上

げ

住

宅

の

継

続

的

利

用

継

続

的

な

健

康

管

理

の

支

援

道

路

整

備

役

所

か

ら

の

継

続

的

な

情

報

提

供

除

染

の

徹

底

に

よ

る

線

量

軽

減

雇

用

確

保

の

支

援

高

校

へ

の

進

学

支

援

（
通

学

含

め

）
を

考

え

た

学

校

や

教

育

施

設

の

充

実

や

新

設

一

時

帰

宅

支

援

そ

の

他

無

回

答

41.0
37.3 34.9 33.7

25.3 22.9
19.3

10.8
14.5 12.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 83

【問１３A で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

問１９A 川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、「仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用」は 60 代（55.0%）で、「継続的な健康

管理の支援」は 60 代（50.0%）で、「道路整備」は 50 代（63.2％）で、「役所からの継続的な情報提供」

は 60 代（50.0％）、70 代以上（50.0％）で、「除染の徹底による線量軽減」は 60 代（35.0％）、70 代

以上（50.0%）で、「雇用確保の支援」は 40 代（40.0％）、50 代（31.6％）で、「高校への進学支援（通

学含め）を考えた学校や教育施設の充実や新設」は 50 代（26.3％）で、「一時帰宅支援」は 60 代（20.0％）、

70 代以上（16.7％）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－６－２ 川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援（年齢別）＞ 

 

  

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 83 n = 3 n = 7 n = 15 n = 19 n = 20 n = 18

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

継続的な健康管理の支援

道路整備

役所からの継続的な情報提供

除染の徹底による線量軽減

雇用確保の支援

高校への進学支援（通学含め）を

考えた学校や教育施設の充実や新設

一時帰宅支援

その他

無回答

41.0

37.3

34.9

33.7

25.3

22.9

19.3

10.8

14.5

12.0

0% 50% 100%

33.3

33.3

33.3

33.3

-

-

-

-

-

66.7

0% 50% 100%

71.4

28.6

71.4

42.9

28.6

28.6

85.7

-

-

-

0% 50% 100%

40.0

13.3

33.3

26.7

6.7

40.0

20.0

-

33.3

13.3

0% 50% 100%

26.3

42.1

63.2

5.3

10.5

31.6

26.3

10.5

21.1

10.5

0% 50% 100%

55.0

50.0

15.0

50.0

35.0

15.0

5.0

20.0

5.0

15.0

0% 50% 100%

27.8

38.9

16.7

50.0

50.0

11.1

5.6

16.7

11.1

5.6

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯では、「仮設住宅・借上げ住宅の継続的利用」（50.0％）、「役

所からの継続的な情報提供」（38.9％）、「高校への進学支援（通学含め）を考えた学校や教育施設の充実や新

設」（66.7%）の割合が全体と比べて高い。一方、65 歳以上だけの世帯では「継続的な健康管理の支援」

（47.1％）、「役所からの継続的な情報提供」（41.2％）、「除染の徹底による線量軽減」（58.8%）の割合が

高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－２－６－３ 川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援（世帯構成別）＞ 

 
 

＜図表３－２－６－４ 川内村への帰還の判断がつかない場合に今後の生活に必要な支援（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 
 

  

全　体 １８歳未満の
いる世帯

６５歳以上
だけの世帯

n = 83 n = 18 n = 17

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

継続的な健康管理の支援

道路整備

役所からの継続的な情報提供

除染の徹底による線量軽減

雇用確保の支援

高校への進学支援（通学含め）を
考えた学校や教育施設の充実や新設

一時帰宅支援

その他

無回答

41.0

37.3

34.9

33.7

25.3

22.9

19.3

10.8

14.5

12.0

0% 50% 100%

50.0

27.8

38.9

38.9

27.8

22.2

66.7

5.6

11.1

-

0% 50% 100%

35.3

47.1

17.6

41.2

58.8

5.9

-

11.8

11.8

11.8

0% 50% 100%

全　体 避難指示が
解除された区域

その他の
居住行政区

n = 83 n = 12 n = 70

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

継続的な健康管理の支援

道路整備

役所からの継続的な情報提供

除染の徹底による線量軽減

雇用確保の支援

高校への進学支援（通学含め）を
考えた学校や教育施設の充実や新設

一時帰宅支援

その他

無回答

41.0

37.3

34.9

33.7

25.3

22.9

19.3

10.8

14.5

12.0

0% 50% 100%

33.3

33.3

16.7

33.3

33.3

16.7

16.7

16.7

8.3

16.7

0% 50% 100%

42.9

38.6

38.6

34.3

24.3

24.3

20.0

10.0

14.3

11.4

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－７  川内村への帰還の判断がつかない場合の、川内村との“つながり” 

 

 

川内村との“つながり”を保ちたいかについては、「そう思う」が 66.3％と最も高く、次いで「わからな

い」が 20.5％、「そう思わない」が 4.8％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「そう思う」は 40 代以上の年齢でいずれも過半数を占めており、60 代では

80.0%となっている。 

 

 

＜図表３－２－７－１ 川内村への帰還の判断がつかない場合の、川内村との“つながり”（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 83

１０～２０代 n = 3

３０代 n = 7

４０代 n = 15

５０代 n = 19

６０代 n = 20

７０代以上 n = 18

66.3

33.3

42.9

53.3

73.7

80.0

66.7

4.8

33.3

-

6.7

10.5

-

-

20.5

33.3

57.1

26.7

10.5

15.0

16.7

8.4

-

-

13.3

5.3

5.0

16.7

そう思う そう思わない わからない 無回答

【問１３A で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

問２０A 川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、「そう思う」がいずれの世帯でも７割以上を占めている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、全体と同様の傾向にある。 

 

 

＜図表３－２－７－２ 川内村への帰還の判断がつかない場合の、川内村との“つながり”（世帯構成別）＞ 

 

 

 

＜図表３－２－７－３ 川内村への帰還の判断がつかない場合の、川内村との“つながり”（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 83

１８歳未満のいる世帯 n = 18

６５歳以上だけの世帯 n = 17

66.3

77.8

70.6

4.8

-

-

20.5

22.2

11.8

8.4

-

17.6

そう思う そう思わない わからない 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 83

避難指示が解除された区域 n = 12

その他の居住行政区 n = 70

66.3

66.7

65.7

4.8

-

5.7

20.5

16.7

21.4

8.4

16.7

7.1

そう思う そう思わない わからない 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－８  現時点で戻らないと決めている理由 

 

 

現時点で戻らないと決めている理由については、【帰還の前提・健康に関わるもの】では、「原子力発電所の

安全性に不安があるから」および「水道水などの生活用水の安全性に不安があるから」がともに（36.0%）、

「放射線量が低下せず不安だから」（20.0%）となっている。 

【村内の復旧状況に関わるもの】では、「川内村外への移動交通が不便だから」（52.0%）が最も高く、次

いで「医療環境に不安があるから」（50.0%）、「生活に必要な商業施設などが元に戻りそうにないから」

（38.0%）となっている。 

【今後の生活に関わるもの】では、「避難先の方が生活利便性が高いから」（44.0%）が最も高く、次いで

「今の環境で子どもの教育を継続させたいから」（24.0%）、「高齢者・要介護者だけの世帯なので生活が不安

だから」（22.0%）となっている。 

 

 

＜図表３－２－８－１ 現時点で戻らないと決めている理由＞ 
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無

回
答

36.0 36.0

20.0

52.0 50.0

38.0

24.0 22.0 22.0 22.0
18.0

6.0 4.0

44.0

24.0 22.0
16.0 14.0

2.0

18.0

6.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 50【帰還の前提・健康

に関わるもの】
【村内の復旧状況に関わるもの】 【今後の生活に関わるもの】

【問１３A で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

問２２A 川内村以外に住みたい理由は、どのようなことですか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

回答者の年齢別にみると、【帰還の前提・健康に関わるもの】では、60 代はいずれの回答でも全体と比べ

て割合が高くなっている。 

【村内の復旧状況に関わるもの】では「川内村外への移動交通が不便だから」および「医療機関に不安があ

るから」は 60 代（77.8%）で他の年齢と比べて割合が高くなっている。 

【今後の生活に関わるもの】では、「避難先の方が生活利便性が高いから」は 40 代（87.5％）で他の年齢

と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－８－２ 現時点で戻らないと決めている理由（年齢別）＞ 

 

 

  

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 50 n = 6 n = 11 n = 8 n = 5 n = 9 n = 10

原子力発電所の安全性に

不安があるから

水道水などの生活用水の
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教育環境に不安があるから

営農などができそうにないから

川内村での事業の再開が

難しいから

避難先の方が生活利便性が

高いから

今の環境で子どもの教育を

継続させたいから

高齢者・要介護者だけの世帯

なので生活が不安だから

避難先で仕事を見つけている

から

他の住民も戻りそうにないから

帰還までに時間がかかるから

その他

無回答
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24.0
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18.0

6.0

4.0

44.0

24.0

22.0

16.0

14.0

2.0

18.0

6.0

0% 50% 100%

16.7

-

-

66.7

33.3

66.7
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16.7

33.3

16.7

33.3

-

16.7

16.7

16.7

16.7

16.7

16.7

-

33.3

16.7

0% 50% 100%

45.5

54.5

18.2

45.5

45.5

36.4

27.3

9.1

27.3

9.1

18.2

-

-

45.5

45.5

-

9.1

9.1

-

27.3

-

0% 50% 100%

37.5

25.0

12.5

37.5

62.5

25.0
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25.0

12.5

25.0
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-
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-
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-
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-
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0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯は「生活に必要な商業施設などが元に戻りそうにないから」

（50.0%）、「教育環境に不安があるから」（50.0%）、「避難先の方が生活利便性が高いから」（57.1％）、「今

の環境で子どもの教育を継続させたいから」（71.4%）などで全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－８－３ 現時点で戻らないと決めている理由（世帯構成別）＞ 
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介護・福祉サービスに不安が

あるから

教育環境に不安があるから
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帰還までに時間がかかるから
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、【帰還の前提・健康に関わるもの】では、避難指示が解除され

た区域で、「原子力発電所の安全性に不安があるから」（50.0％）が全体と比べて割合が高くなっている。 

【村内の復旧状況に関わるもの】では、避難指示が解除された区域で、「生活に必要な商業施設などが元に

戻りそうにないから」（64.3％）、「家が汚損・劣化し、住める状況ではないから」（35.7％）の割合が全体と

比べて高くなっている。 

【今後の生活に関わるもの】では、避難指示が解除された区域で、「高齢者・要介護者だけの世帯なので生

活が不安だから」（35.7%）、「他の住民も戻りそうにないから」（21.4％）の割合が全体と比べて高くなって

いる。 

 

 

＜図表３－２－８－４ 現時点で戻らないと決めている理由（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－９  帰還しない場合に居住したい自治体 

 
 

帰還しない場合に居住したい自治体については、「郡山市」が 28.0％と最も高く、次いで「福島県外」が

24.0％、「いわき市」が 18.0％となっている。 

世帯構成別にみると、18 歳未満のいる世帯で「郡山市」が 35.7％と、全体と比べて割合が高くなってい

る。 

 

 

＜図表３－２－９－１ 帰還しない場合に居住したい自治体＞ 

 

 

＜図表３－２－９－２ 帰還しない場合に居住したい主な自治体（世帯構成別）＞ 
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20%

40%
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全　体 n = 50

１８歳未満のいる世帯 n = 14

６５歳以上だけの世帯 n = 8
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いわき市 郡山市

福島県内の

その他の市町村 福島県外 無回答

【問１３A で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

問２３A 今後、居住を希望する自治体はどちらですか。その自治体を教えてください。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

主な避難先自治体別にみると、いずれの自治体においても、避難先の自治体に居住を希望する割合が高い。 

 

 

＜図表３－２－９－３ 帰還しない場合に居住したい主な自治体（主な避難先自治体別）＞ 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－10 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態 

 
 

帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態については、「持ち家（一戸建）」が 46.0％と最も

高く、次いで「民間賃貸住宅（集合住宅）」が 14.0％、「現在のお住まい」が 8.0％となっている。 

回答者の年齢別にみると、30 代は「民間賃貸住宅（集合住宅）」（27.3％）の割合が他の年齢と比べて高

い傾向にある。 

 

 

＜図表３－２－10－１ 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態（年齢別）＞ 

 
 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 50

１０～２０代 n = 6

３０代 n = 11

４０代 n = 8

５０代 n = 5

６０代 n = 9

７０代以上 n = 10

46.0

33.3

27.3

50.0

80.0

55.6

50.0

-

-

-

-

-

-

-

2.0

-

9.1

-

-

-

-

14.0

-

27.3

12.5

-

22.2

-

4.0

-

9.1

-

-

-

10.0

-

-

-

-

-

-

-

4.0

33.3

-

-

-

-

-

2.0

-

-

-

-

-

10.0

6.0

-

9.1

25.0

-

-

-

8.0

16.7

9.1

12.5

-

11.1

-

6.0

-

9.1

-

-

11.1

10.0

8.0

16.7

-

-

20.0

-

20.0

持ち家

（一戸建）

持ち家

（集合住宅）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅

給与住宅

（社宅など）

家族の

どなたかの

お住まい・実家

親戚・

知人宅

その他

現在の

お住まい

現時点では

判断できない

無回答

【問１３A で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

問２４Ａ 今後のお住まいとして、想定されるお住まいはどのような形態ですか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「持ち家（一戸建）」が 57.1%

と全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－10－２ 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 50

避難指示が解除された区域 n = 14

その他の居住行政区 n = 35

46.0

57.1

42.9

-

-

-

2.0

-

2.9

14.0

7.1

14.3

4.0

7.1

2.9

-

-

-

4.0

7.1

2.9

2.0

7.1

-

6.0

7.1

5.7

8.0

-

11.4

6.0

-

8.6

8.0

7.1

8.6

持ち家

（一戸建）

持ち家

（集合住宅）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅

給与住宅

（社宅など）

家族の

どなたかの

お住まい・実家

親戚・

知人宅

その他

現在の

お住まい

現時点では

判断できない

無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－11 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援 

 
 

帰還しない場合に今後の生活において必要な支援については、「継続的な健康管理の支援」が 46.0％と最

も高く、次いで「仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用」、「役所からの継続的な情報提供」がともに 40.0％

となっている。 

回答者の年齢別にみると、「継続的な健康管理の支援」は 70 代以上（80.0％）で、「役所からの継続的な

情報提供」は 70 代以上（50.0％）で、全体と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－11－１ 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援＞ 

 

 

＜図表３－２－11－２ 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援（年齢別）＞ 

 

 

  

継
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仮

設
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・
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そ
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他

無

回

答

46.0
40.0 40.0

10.0
16.0 14.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%
n = 50

全　体 １０～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

n = 50 n = 6 n = 11 n = 8 n = 5 n = 9 n = 10

継続的な健康管理の支援

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

役所からの継続的な情報提供

雇用確保の支援

その他

無回答

46.0

40.0

40.0

10.0

16.0

14.0

0% 50% 100%

50.0

50.0

33.3

33.3

-

16.7

0% 50% 100%

27.3

36.4

36.4

-

27.3

9.1

0% 50% 100%

25.0

37.5

37.5

12.5

37.5

12.5

0% 50% 100%

-

20.0

20.0

-

20.0

40.0

0% 50% 100%

77.8

77.8

55.6

11.1

-

-

0% 50% 100%

80.0

10.0

50.0

-

10.0

20.0

0% 50% 100%

【問１３A で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

問２５A 今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

68



 
Ⅲ 調査結果 

 

 

 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域では「継続的な健康管理の支援」

（57.1%）、「役所からの継続的な情報提供」（50.0%）と全体と比べて割合が高くなっている。一方、その

他の居住行政区では「仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用」が 45.7%と、全体と比べて割合が高くなって

いる。 

 

 

＜図表３－２－11－３ 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援（世帯構成別）＞ 

 

 

＜図表３－２－11－４ 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

全　体 １８歳未満の
いる世帯

６５歳以上
だけの世帯

n = 50 n = 14 n = 8

継続的な健康管理の支援

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

役所からの継続的な情報提供

雇用確保の支援

その他

無回答

46.0

40.0

40.0

10.0

16.0

14.0

0% 50% 100%

21.4

28.6

14.3

-

28.6

21.4

0% 50% 100%

100.0

37.5

62.5

-

12.5

-

0% 50% 100%

全　体 避難指示が

解除された区域

その他の

居住行政区

n = 50 n = 14 n = 35

継続的な健康管理の支援

仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用

役所からの継続的な情報提供

雇用確保の支援

その他

無回答

46.0

40.0

40.0

10.0

16.0

14.0

0% 50% 100%

57.1

21.4

50.0

7.1

21.4

7.1

0% 50% 100%

42.9

45.7

37.1

8.6

14.3

17.1

0% 50% 100%
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－２－12 帰還しない場合の、川内村との“つながり” 

 
 

帰還しない場合の川内村との“つながり”については、「そう思う」が 50.0％と最も高く、次いで「わか

らない」が 26.0％、「そう思わない」が 12.0％となっている。 

回答者の年齢別にみると、「そう思う」は 40 代、50 代の年齢を除いて、過半数を占めており、70 代以

上では 70.0%となっている。 

 

 

＜図表３－２－12－１ 帰還しない場合の、川内村との“つながり”（年齢別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 50

１０～２０代 n = 6

３０代 n = 11

４０代 n = 8

５０代 n = 5

６０代 n = 9

７０代以上 n = 10

50.0

50.0

54.5

25.0

40.0

55.6

70.0

12.0

-

9.1

12.5

20.0

33.3

-

26.0

16.7

36.4

62.5

20.0

11.1

-

12.0

33.3

-

-

20.0

-

30.0

そう思う そう思わない わからない 無回答

【問１３A で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

問２６A 川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

世帯構成別にみると、65 歳以上の世帯で、「そう思う」が 75.0％、18 歳未満のいる世帯で、「わからな

い」が 42.9％と全体と比べて割合が高くなっている。 

震災発生当時の住まいの行政区別にみると、避難指示が解除された区域で、「そう思う」が 64.3％と全体

と比べて割合が高くなっている。 

 

 

＜図表３－２－12－２ 帰還しない場合の、川内村との“つながり”（世帯構成別）＞ 

 

 

＜図表３－２－12－３ 帰還しない場合の、川内村との“つながり”（震災発生当時の住まいの行政区別）＞ 

 

 

  

凡　例

(%)

全　体 n = 50

１８歳未満のいる世帯 n = 14

６５歳以上だけの世帯 n = 8

50.0

35.7

75.0

12.0

7.1

12.5

26.0

42.9

-

12.0

14.3

12.5

そう思う そう思わない わからない 無回答

凡　例

(%)

全　体 n = 50

避難指示が解除された区域 n = 14

その他の居住行政区 n = 35

50.0

64.3

45.7

12.0

7.1

14.3

26.0

14.3

28.6

12.0

14.3

11.4

そう思う そう思わない わからない 無回答
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３ 避難指示が出ている区域の居住者の、将来の意向 

３－３－１  川内村への帰還意向 

 

 

＜図表３－３－１－１ 川内村への帰還意向（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－２  川内村への帰還時期 

 

 

＜図表３－３－２－１ 川内村への帰還時期（回答者件数）＞ 

 

  

全
　
体

戻
り
た
い
と
考
え
て
い
る

（

将
来
的
な
希
望
も
含
む
）

ま
だ
判
断
が
つ
か
な
い

戻
ら
な
い
と
決
め
て
い
る

無
回
答

12 3 3 5 1

全
　
体

解
除
後
す
ぐ
に
戻
り
た
い

解
除
後
１
年
以
内
に

戻
り
た
い

解
除
後
３
年
以
内
に

戻
り
た
い

解
除
後
５
年
以
内
に

戻
り
た
い

時
期
は
決
め
て
い
な
い
が

い
ず
れ
戻
り
た
い

3 1 - 1 - 1

問６Ｂ 将来、川内村の避難指示が解除された後の川内村への帰還について、現時点でどのようにお考えですか。

「１」から「３」の中から一つ選び、それぞれの質問にお答えください。（○は１つ） 

【問 6Ｂで「１．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

問７Ｂ 川内村へ戻る時期を教えてください。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－３  川内村へ戻る場合の家族 

 

 

＜図表３－３－３－１ 川内村へ戻る場合の家族（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－４  川内村へ帰還する場合の住居形態 

 

 

＜図表３－３－４－１ 川内村へ帰還する場合の住居形態（回答者件数）＞ 

 

 

 

  

全
　
体

家
族
全
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の
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還
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全
　
体

元
の
持
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（

自
宅
）

（

建
て
替
え
る
場
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も

含
む
）

自
宅
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は
別
の
場
所
に

新
た
に
一
戸
建
て
の
持
ち
家

を
建
て
た
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自
宅
と
は
別
の
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所
に
分
譲

集
合
住
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を
購
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し
た
い

民
間
賃
貸
住
宅
（

一
戸
建
）

民
間
賃
貸
住
宅

（

集
合
住
宅
）

公
営
住
宅

給
与
住
宅
（

社
宅
な
ど
）

家
族
の
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な
た
か
の

お
住
ま
い
・
実
家

親
戚
・
知
人
宅

そ
の
他

無
回
答

3 1 1 - - - - - - - - 1

【問 6Ｂで「１．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

問８Ｂ 戻る場合に家族の全員か一部かについて教えてください。（○は１つ） 

【問 6Ｂで「１．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

問９Ｂ 帰還した場合のお住まいは、どのような形態を希望されますか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－５  川内村へ帰還する場合に元の持ち家以外を希望する理由 

 

 

＜図表３－３－５－１ 川内村へ帰還する場合に元の持ち家以外を希望する理由（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－６  川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援 

 

 

＜図表３－３－６－１ 川内村へ帰還する場合に今後の生活において必要な支援（回答者件数）＞ 
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商
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支
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携
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ネ
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そ
の
他

特
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な
い

3 1 3 2 2 2 1 - 1 2 3 - -

【問 9Ｂで「２」「３」と回答した方にうかがいます。】 

問１０Ｂ 元の持ち家以外を希望される理由は、何ですか。（○はいくつでも） 

【問 6Ｂで「１．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

問１１Ｂ 川内村に戻る場合に、今後の生活においてどのような支援が必要と考えますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－７  川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報 

 

 

＜図表３－３－７－１ 川内村への帰還を判断する上で必要と思う情報（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－８  帰還の判断がつかない場合に今後の生活において必要な支援 

 

 

＜図表３－３－８－１ 帰還の判断がつかない場合に今後の生活において必要な支援（回答者件数）＞ 
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【問 6Ｂで「２．まだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

問１２Ｂ 川内村へ戻ることを判断するために必要なことを教えてください。（○はいくつでも） 

【問 6Ｂで「２．まだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

問１３Ｂ 川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－９  帰還の判断がつかないあるいは帰還しない場合の、川内村との“つながり” 

 

 

＜図表３－３－９－１ 帰還の判断がつかないあるいは帰還しない場合の、川内村との“つながり”（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－10 現時点で戻らないと決めている理由 

 

 

＜図表３－３－10－１ 現時点で戻らないと決めている理由（回答者件数）＞ 
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そ
の
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5 - - 3 2 1 1 - - 2 2

【問 6Ｂで「2．まだ判断がつかない」「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

問１４Ｂ 川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 

【問 6Ｂで「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

問１５Ｂ 戻らないと決めている理由は、どのようなことですか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－11 帰還しない場合に居住したい自治体 

 

 

＜図表３－３－11－１ 帰還しない場合に居住したい自治体（回答者件数）＞ 

 

 

 

 

 

３－３－12 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態 

 

 

＜図表３－３－12－１ 帰還しない場合に今後の住まいとして希望する住居形態（回答者件数）＞ 
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【問 6Ｂで「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

問１６Ｂ 帰還しない場合に、居住を希望する自治体はどちらですか。その自治体を教えてください。（○は１

つ） 

【問 6Ｂで「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

問１７Ｂ 帰還しない場合に、今後のお住まいとして、希望する住宅はどのような形態ですか。（○は１つ） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－３－13 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援 

 

 

＜図表３－３－13－１ 帰還しない場合に今後の生活において必要な支援（回答者件数）＞ 
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【問 6Ｂで「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

問１８Ｂ 今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

３－４ 意見・要望 

 

 

問９Ａ・問 17Ａ・問 21Ａ・問 27Ａ・問 19Ｂ 

国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 
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国や自治体への要望、復興に対する展望や気持ちなどについて、221 世帯から回答があった。ここでは、

記入された回答を下記項目に分類し、代表的なものを抜粋して掲載する。 

●生活について 

・避難生活の長期化への不安 

・元の生活が取り戻せるかどうかの不安 

・元の生活、安定した生活の回復 

・元の生活に戻ることについてのあきらめ 

・現在の生活について 

・現在の生活の人間関係・コミュニティについて 

・現在の生活の経済的な不安について 

・現在の生活の健康に関する不安について 

・現在の生活の仕事・学業に関する不安について 

・現在の生活全般の不安について 

・将来の生活に関する考えについて 

・将来の生活の経済的な不安について 

・将来の生活の健康に関する不安について 

・将来の生活の仕事・学業に関する不安について 

・将来の生活全般の不安について 

・生活（再建）支援について 

・その他 

●除染について 

・除染作業の意義について 

・除染作業にかける費用の他への活用について 

・除染作業の効果などについて 

・除染作業の実施箇所などについて 

・除染作業の早期・迅速・的確な実施について 

・除染廃棄物の処理について 

・その他 

●震災発生前の居住地について 

・避難指示区域等の設定について 

・所有する住まい・土地の買取りについて 

・自宅の現状（被害状況）について 

・自宅の再建・改築・解体について 

・元の住居や土地などの管理・処分について 

・所有する墓地の維持・管理・移転について 

・その他 

●復旧・復興について 

・復旧・復興の遅れ、長期化について 

・復旧・復興のスケジュールについて 

・復旧・復興の進め方（地域の開発、再編、その他）について 

・ライフライン・インフラの整備について 

・社会福祉施設の整備について 

・医療施設の復興・充実について 

・学校の復興・充実について 

・商業の復興・充実について 

・住民の参加・自助努力について 

・早期の原状回復・復興実現について 

・その他 

●賠償について 

・賠償内容・方法について 

・賠償の取り組みの迅速化、方針やスケジュールの明確化について

・所有する住まい・土地に対する賠償全般について 

・その他 

●原発の安全性について 

・廃炉作業の迅速な実施について 

・廃炉作業全般について 

・その他 

●帰還について 

・帰還への不安 

・帰還したい 

・帰還しない 

・現時点では帰還の判断ができない 

・帰還に関する施策について 

・帰還を望まない人への対応について 

・その他 

●原発事故に対する対応について 

・行政や東電の対応について 

・対応の長期化、遅れについて 

・情報の開示・発信について 

・その他 

●避難期間中及び将来の住宅について 

・居住場所の確保について 

・借上げ住宅について 

・住宅の購入について 

・その他 

●その他 

・今後のエネルギー政策について 

・行政に対する謝意、励まし 

・その他 

 

※掲載する文章は原文を基本とするが、固有名詞が含まれている場合や長文の場合などは、一部省略している。 

※一世帯の回答の内容が、複数のテ－マにわたる場合は、それぞれの項目へ分類している。  



 
Ⅲ 調査結果 

 

 

 

まず、10 の大項目についての、分類結果は下図のとおりとなった。 

「復旧・復興について」が 146 件と最も多く、次いで「生活について」が 119 件、「賠償について」が

47 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－１ 意見に係る記入内容の分類結果＞ 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（１）生活について 

 

生活についての具体的な意見としては、「生活（再建）支援について」が 23 件と最も多く、次いで「将来

の生活全般の不安について」が 22 件、「現在の生活全般の不安について」が 11 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－２ 生活についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［生活（再建）支援について］ 

 震災により、大きく影響を受けた職種（農業、漁業など）への継続的な支援をお願いしたい。（10～20 代） 

 高校進学を避難先で考えています。継続的な、仮設住宅、借り上げ住宅を使用できるようにお願いします。

学費の支援や進学の支援を継続してほしいです。（30 代） 

 借り上げ住宅や高速道路、健康保険などこれからも補償していただきたいです（60 代） 

 

［将来の生活全般の不安について］ 

 今誰も住んでいない震災１年前に新築した川内の家のローンを払いながら、手狭な古い借上アパートに住

んでいる。借上げが終ると、住宅ローンとアパート代の二重払い。かと言って今のアパートを出て、川内

からいわきの会社へ通勤する時間は１時間。子供もいわきの高校に通い、来春には、次男も小学１年生。

高校と小学１、保育園。生活を考えると仕事を替えるわけにもいかず、川内に帰るかいわきに住むか判断

もつかない。賠償金で家を再建したいと思っても賠償金すら早々に打ち切られ、ストレスだけがたまって

いく。（30 代） 

 老齢化が急速に進化してしまったこの村で車の免許も返納し、タクシーもなく歩いても銀行、役場も行け

ないしどうして生活していったらいいのでしょうか。（60 代） 

 家族が離れ離れの生活になり、将来的に不安しかない。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

［現在の生活全般の不安について］ 

 毎日の生活が不安でなりません。入るお金はすくなくて、出ていくお金は大きいです。病気を患い働くに

も長時間勤務が難しいので収入はほとんど生活費で消えます。今は医療費が免除ですが、解除になれば薬

代だけでも１万をこえます。他の地区か県外に出て働かないと生活が成りたたないです。せめて医療費免

除が続けばなと思っています。（30 代） 

 生活をしていく上で全部が不便。働く場の確保がむずかしい。病院に行くだけでもたいへん。食料品を確

保するだけでも不便。（40 代） 

 隣近所がなくなり、夜などはとても不安です。二人で生活していますが、一人では、生活出来ないのでは

と考えます（何かあった場合、助けもない状態です）。（60 代） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（２）震災発生前の居住地について 

 

震災発生前の居住地についての具体的な意見としては、「自宅の再建・改築・解体について」が 13 件と最

も多く、次いで「自宅の現状（被害状況）について」が 6 件、「元の住居や土地などの管理・処分について」

が 3 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－３ 震災発生前の居住地についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［自宅の再建・改築・解体について］ 

 住宅の建替え、支援。（50 代） 

 もうすぐ年金生活になるが荒廃した家を直して暮らしたいが家を直すお金がない。少し支援していただけ

たら、トイレ・お風呂、下水道を直せればどうにか住めるのに。（60 代） 

 住宅の取壊し撤去、建て替えの指導支援。（70 代以上） 

 

［自宅の現状（被害状況）について］ 

 自宅の雨もりがひどく取り壊しをしたいのだが、国等の支援がなく、そのままの放置状態。庭等も荒れは

てています。この状態で庭の整備やリフォーム等をしたとしても、多額の費用が必要と判断し、県外に移

住しました。（60 代） 

 住居が一部破損したままになっている。資金も無いのでそのままになっている村内の住居を調査して、必

要な対策を取ってほしい。（70 代以上） 

 今、家に住んでいますが震災で屋根の軸が折れて、雨もりなどをしていましたが、直しにお金がかかりま

した。役場の方が調べていったのは一部損壊でした。壁が何か所かはがれていたのですが、それらもみて

くれず自分で直しました。国や自治体ももうすこし細かい所まで目を向けて下さい。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

［元の住居や土地などの管理・処分について］ 

 農地の買い上げ。（50 代） 

 当時、福島はもとより原発から２２キロ地点の我家などへは帰るなんて絶対に不可能という世情の中、犬

のこともあり中古住宅を探しました、だが家の修理等大変な額、冬は雪の中から毎日車を掘り起こす作業

や敷地の雪かきに女房共々閉口、泣く泣く手放し、２年４ヶ月ぶりに帰村したが、地主さんは居ないし、

下の家も居ない、荒野そのものでした。でも来年４月からやっと下の家に夫婦と犬が入るので楽しみです。

（70 代以上） 

 この家と土地は子供が引継ぐことになるが引継いでも、ここに来ることはないだろう。処分しようとして

も誰も買ってはくれないだろう。どうなることやら。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（３）賠償について 

 

賠償についての具体的な意見としては、「賠償内容・方法について」が 39 件と最も多く、次いで「所有す

る住まい・土地に対する賠償全般について」が 8 件となっている。 

 

 

＜図表３－４－４ 賠償についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［賠償内容・方法について］ 

 帰村を宣言して、その後の道路整備や商業施設もままならぬのに、精神的賠償の打ち切り、その後は、賠

償の請求の対象になっているものでさえも、門前払いのような扱いをうけています。村長は、もう少し精

神的賠償の問題に取り組んでください。（40 代） 

 原発事故による東電の損害賠償の格差是正。（50 代） 

 一度、避難すると心労、精神的に２０ｋｍ圏内地域と同じく思うが、補償の差があまりにも有りすぎる。

今後、医療、借上げ住宅の補償継続を望んでいます。（60 代） 

 

［所有する住まい・土地に対する賠償全般について］ 

 住宅の修繕で補償金をもらったけれども、足りないと思います。（50 代） 

 土地、農地、山林、宅地もそうであるが、財産は先祖からの引き継ぎである。これら多く持っている人は

簡単にはあきらめない。ですから、原発事故であったなら前に戻る事に執着するものと見ています。スピ

ードを持って事に当り早い解決が必要。（60 代） 

 修繕費の支援。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（４）帰還について 

 

帰還についての具体的な意見としては「帰還に関する施策について」が 25 件と最も多く、次いで「帰還

しない」が 5 件、「帰還への不安」が 4 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－５ 帰還についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［帰還に関する施策について］ 

 村に戻りたい若者がいるが、村内企業での職種、また、給料が低いとのことで見合わせしている人がいる。

震災前から村内で働いている人は、それなりの給料がもらえるが新しく働くと新卒者と同じでは、やって

いけない。（40 代） 

 いつまでも仮設住宅や借上住宅にいられる訳ではないので、帰られる場所に住んでいた住民については、

早目に借上を終える事も必要だと思う。借上終了となれば、帰村する住民も増えると思う。（50 代） 

 若者への帰村支援強く要望します。（60 代） 

 

［帰還しない］ 

 長年、川内村に住んでいましたが、生活の大半は富岡、大熊、浪江町に依存しなければ生活が成り立たな

い状況でした。川内村に帰還しなさいと言うのであれば、最低でも震災前の富岡町レベルのライフライン

の整備をしなければ帰れません。（40 代） 

 汚染された自然の中での生活は、とても精神的に受け入れられない。川内村は本当にいいところだが、今

となっては戻れない。もう少し戻らない人たちの放射能に対する気持ちを考えてもらいたい。（50 代） 

 茨城県守谷市内の病院に３女が看護師として勤めているので、守谷市に避難しました。長女も３ｋｍ位に

避難しており、高齢者の私にとっては、子供達がそばに居住していることが心強いかぎりである。よって、

いくばくもない人生を安心して暮らせる場所に住みたいと思います。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

［帰還への不安］ 

 インフラ、道路をもっと便利にしてもらわないと、買い物等も不便。高校や病院もないのに子供は戻せな

いと思う。先々の事を考えると子供が川内村に戻すことはかわいそうな気がする。とてもきれいで子供を

育てるのには最高の場所だったのにとても残念だ。（40 代） 

 とにもかくにも放射線量のことが心配で、今後の判断がつかない。現状では帰郷する事が果たして出来る

のか、不安である。現在借り上げている住居はしばらくこのままで継続してほしい。（70 代以上） 

 村外へ出ている人が早く川内村に戻ってほしいと思います。若い人に戻ってほしいと思います。年寄りだ

けでは不安です。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（５）避難期間中及び将来の住宅について 

 

避難期間中及び将来の住宅についての具体的な意見としては「借上げ住宅について」が 11 件と最も多く、

次いで「居住場所の確保について」が７件、「住宅の購入について」が１件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－６ 避難期間中及び将来の住宅についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［借上げ住宅について］ 

 旧緊急時避難準備区域だけが借り上げを切られるのはおかしい。国や自治体がきちんと対応してほしい。

（30 代） 

 他の自治体はまだまだ解除していないから、避難先にいても、お金の心配がいらない。まだ学校を避難先

であがりたいと、本人が希望したら、ダメと言えません。もう少し、アパートの借り上げ期間をのばして

ほしいです。甘えているわけではないのです。これでもがんばっているのです。切り捨てないで考えてほ

しいです。（40 代） 

 この村に住む事が復興になる。現在、仮設等で生活される人は利便性がよいためであり、当初の状況とは

全く変っている。仮設住宅策は打切りすべきである。（70 代以上） 

 

［居住場所の確保について］ 

 避難した会社が点々と２ヶ所変わり今民間賃貸住宅有償になっている。家族とバラバラ、いくら仕事関係

とは言え住宅確保の支援をしてほしい。（10～20 代） 

 公共のアパート、家を増やしてもらいたい。（40 代） 

 一人世帯では、収入も少なく新しい家屋を建てることはとうてい無理です。補償も一人世帯では頂ける額

が少ないので、頭金になるぐらいで厳しいです。何か良い方法はありませんか？（50 代） 

 

［住宅の購入について］ 

 避難している間、汚損・劣化が進み、住むのに抵抗がある。川内村以外の場所に、新たに一戸建ての持ち

家を購入したい。賠償求む。（40 代） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（６）除染について 

 

除染についての具体的な意見としては、「除染作業の実施箇所などについて」が 9 件と最も多く、次いで

「除染作業の早期・迅速・的確な実施について」が 7 件、「除染廃棄物の処理について」が 5 件などとなっ

ている。 

 

 

＜図表３－４－７ 除染についての意見＞ 

 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［除染作業の実施箇所などについて］ 

 放射線量を下げるために山林の除染をしてほしい。（50 代） 

 農地周囲の除染を早くやってほしい。（60 代） 

 住居近辺の再除染を１日も早く。（70 代以上） 

 

［除染作業の早期・迅速・的確な実施について］ 

 住居周辺の除染が未実施である。役場へ要望しても除染してもらえない。（50 代） 

 ①大熊、双葉に最終処分場をつくる。②除染タウンをつくり、一括して除染をする。③仮置場等に余分な

金を使わず、すみやかに最終処分場に運び、お金はその補償（土地代金）に使う。（60 代） 

 除染の徹底による線量軽減、被ばく低減対策を早急に実施してほしい。（70 代以上） 

 

［除染廃棄物の処理について］ 

 除染廃棄物の撤去を早くして欲しい。（40 代） 

 家の近くに仮置場があります。土、草の発酵のニオイがあり、早い持ち出しを希望します。置場のフェン

スも景観を損なうと思う（50 代） 

 大津辺山の頂上除染仮置場があります。川の下に住んでいます、田んぼも作っています。水が１番心配で

す。１日も早くフレコンが運ばれること願っています。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（７）復旧・復興について 

 

復旧・復興についての具体的な意見としては、「ライフライン・インフラの整備について」が 48 件と最も

多く、次いで「復旧・復興の進め方（地域の開発、再編、その他）について」が 41 件、「医療施設の復興・

充実について」が 21 件などとなっている。 

 
 

＜図表３－４－８ 復旧・復興についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［ライフライン・インフラの整備について］ 

 道路やインフラの整備、医療機関の充実。学校といった子育ての支援、生徒数を増やすための制度の充実。（30 代） 

 近隣都市、いわき、郡山、への道路交通網の整備と村の活性化対策。郡内町村の復興協力。（40 代） 

 少々荒廃化が進んでいます。買い物、医療、川内の湯等のバスの運行をおねがいします。（60 代） 

 

［復旧・復興の進め方（地域の開発、再編、その他）について］ 

 生活圏が崩壊している状況にも何らかの支援が必要なのに、除染作業ばかりに多額の予算が流れ、何事も

優先されている。インフラの見直しや生活基盤の整備を急がないと除染作業が終了すれば全て出来なくな

る。村民に直接届く支援と、村民が便利に利用でき、確かに必要だと納得した施設の整備をお願いします。

（40 代） 

 若い人が住むには、製造業を誘致するよりもＩＴ企業の方が場所柄、村でも出来る仕事であると思います。

帰還しないのは、したくないからでも、放射能でもなく、仕事の職場が村外にあるために、川内村から通

勤できないので帰れない為です。職場を作っても、年収の低い職場には勤める人は少ないのではと思いま

す。（50 代） 

 国、自治体が運営する研究所や、高校、大学が設立すればと思います。又、レジャー施設、観光スポット

があれば人口増加も望めると考える。（60 代） 

 

［医療施設の復興・充実について］ 

 小児科や夜間休日の病院がないので困る。（40 代） 

 医療施設の充実。安定した雇用（50 代） 

 川内では、医療がまだ足りません。遠くまで行くようになります。新町、船引、郡山、いわきといった所

まで通うようになります。（60 代） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（８）原発の安全性について 

 

原発の安全性についての具体的な意見としては、「廃炉作業先般について」が 6 件と最も多くなっている。 

 

 

＜図表３－４－９ 原発の安全性についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［廃炉作業全般について］ 

 「原発の終息＝復興」と私は思っていますので、復興は永遠に続くものと考えています。これから先、事

故なく原発の終息にたどりつく事を願うだけです。（40 代） 

 原発が本当に安全に廃炉が進むのか、廃棄物の処分のために避難を余儀なくされた土地が、また犠牲にな

らなければいけないのは納得できない。あれだけの大きな事故が起きたにも関わらず、その記憶が風化し

ているように感じる。（40 代） 

 原子力発電の廃止。村民が一日も早い元の姿に復興されることを望む。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（９）原発事故に対する対応について 

 

原発事故に対する対応についての具体的な意見としては、「行政や東電の対応について」が 36 件と最も多

く、次いで「情報の開示・発信について」が 2 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－10 原発事故に対する対応についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［行政や東電の対応について］ 

 村を支えていく若い人（働く人）が安心して戻れる住環境や雇用環境を、継続して維持できる行政のサポ

ートを期待したい。（40 代） 

 東電の賠償に不満です。一時は警戒区域だったのに、いつの間にか準備区域に変更されていた。われわれ

にも警戒区域と同じ補償をしてほしい。（50 代） 

 国の責任で元に戻す。（70 代以上） 

 

［情報の開示・発信について］ 

 原発の状況についても何一つ変わってないと思うので、詳しい説明がほしい。なぜ、水素爆発をしたのか

説明してもらいたい。（50 代） 

 いつまでに原発事故前に戻りますか。明確な返事をお願い致します。（70 代以上） 
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Ⅲ 調査結果 

 

 

 

（10）その他 

 

その他についての具体的な意見としては、「行政に対する謝意・励まし」が 3 件と最も多く、次いで「今後

のエネルギー政策について」が 2 件などとなっている。 

 

 

＜図表３－４－11 その他についての意見＞ 

 

 

 

上位項目についての主な意見は以下のとおり。 

 

［行政に対する謝意、励まし］ 

 村が帰村を決める前に、もっと若い世帯の意見や気持ちをきちんと聞いて対応していれば、足並そろえて

帰った若い世帯は多かったと思います。それでも過去となり今は前に進んでいますので、大変な苦労も多

いと察しますが、応援する気持ちです。（30 代） 

 今までいつも情報を提供頂き、ありがとうございます。今後ともよろしくお願いします。（50 代） 

 環境整備、インフラ整備など、村は良くやっていると思う。職員もよく働いている。（60 代） 

 

［今後のエネルギー政策について］ 

 太陽光風力の発電も立地的に効果は大きいと思います。短い期間で成果が見える様、強力な補償をお願い

したいものです。（70 代以上） 

 今後、原子力発電は必要ない。（70 代以上） 
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Ａ 

川内村住民意向調査 
 

 

 

【お問い合わせ先】 

復興庁 

「住民意向調査」 

問い合わせセンター 

調査の趣旨、記入方法について 

フリーダイヤル ０１２０－９０１－８４３ 

[設置期間：１２月８日（火）～１２月２１日（月）10 時～17 時] 

 土･日･祝を除く 

福 島 県 
〒960-8670 福島県福島市杉妻町 2番 16 号 

避難地域復興局 生活拠点課 

Tel：０２４－５２１－８６１７ 

川 内 村 
〒979-1292 福島県双葉郡川内村大字上川内字早渡 11 番 24 号 

川内村役場 総務課 企画政策係 

Tel：０２４０－３８－２１１１（直通） 

 

● 調査をお願いする方 

ご回答は、世帯の代表者の方にお願いいたします。 

現在世帯が分離し避難されている場合は、それぞれの場所にお住まいの代表者の方に、

ご回答をお願いいたします。 

 

● ご回答方法 

ご回答は、あてはまる番号を選び、その番号に○をつけてください。 

「その他」に○をされた場合は、（   ）内に具体的な内容もご記入ください。 

の中に具体的な内容の記入をお願いしている問には、具体的な内容（地名、 

数など）をご記入ください。 

 

 個人情報について 

・調査票に記載いただいた個人情報は、川内村、福島県及び復興庁において適切に管理

するとともに、各種施策の検討目的以外には使用いたしません。 

・また、回答はすべて統計的な処理を行い、個人の特定につながるような内容が公表さ

れることはありません。 

 

● ご提出方法 

ご記入済みの調査票は、１２月２１日（月）までに、同封の返信用封筒に入れ、郵便ポ

ストにご投函ください（切手は不要です）。 

記入上の注意 
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４－１ 使用調査票 



 

 
 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 1  あなたの現在の年齢を教えてください。（○は１つ） 

1. ～１９歳 

2. ２０～２４歳 

3. ２５～２９歳 

4. ３０～３４歳 

5. ３５～３９歳 

6. ４０～４４歳 

7. ４５～４９歳 

8. ５０～５４歳 

9. ５５～５９歳 

10. ６０～６４歳 

11. ６５～６９歳 

12. ７０～７４歳 

13. ７５～７９歳 

14. ８０歳以上 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 2  現在のあなたの職業を教えてください。 
仕事に就いている方は、業種も教えてください。なお、２つ以上の職業を持っている場合は、
主な収入源になっている職業を教えてください。 

（1） 職業（就業形態） （○は１つ） 

1. 自営業・会社経営者（継続中もしくは再開済） 

2. 自営業・会社経営者（休業中） 

3. 会社員(勤め人)（事務や内勤を主とする業務） 

4. 会社員(勤め人)（労務や外勤を主とする業務） 

5. 団体職員 

6. 公務員 

7. パート・アルバイト 

8. 学生 

9. 無職（職を探していない）   ⇒ 問 3 へ  

10. 無職（職を探している） 

11. その他  具体的に 

 

 

【仕事に就いている方（問 2（1）で「1」から「7」、「11」と回答した方）にうかがいます。】 

（2） 業種 （○は１つ） 

1. 農･林･漁･畜産業 

2. 建設業 

3. 製造業 

4. 電気･ガス・水道業 

5. 運輸業 

6. 卸･小売り･飲食、サービス業 

7. 金融・保険業 

8. 医療・福祉 

9. 教育 

10. 公務 

11. その他（具体的に ） 

 

 

はじめに、ご記入いただくあなたご自身のことについて教えてください。 

Ⅳ 参考資料 

98



 

 

 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 3  震災発生当時にお住まいだった行政区を教えてください。（○は１つ） 

1. 第１行政区 

2. 第２行政区 

3. 第３行政区 

4. 第４行政区 

5. 第５行政区 

（福島第一原子力発電所 20km 圏内） 

6. 第５行政区 

（福島第一原子力発電所 20km 圏外） 

7. 第６行政区 

8. 第７行政区 

（福島第一原子力発電所 20km 圏内） 

9. 第７行政区 

（福島第一原子力発電所 20km 圏外） 

10. 第８行政区（旧避難指示解除準備区域） 

11. その他（震災時は、村外に居住等） 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 4  震災発生当時にお住まいだった住宅は、どのような形態でしたか。（○は１つ） 

1. 持ち家（一戸建） 

2. 民間賃貸住宅（一戸建） 

3. 民間賃貸住宅（集合住宅） 

4. 公営住宅 

5. 給与住宅（社宅、公務員宿舎など） 

6. 家族のどなたかのお住まい・実家  

7. 親戚・知人宅  

8. その他  具体的に 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 5  「震災発生当時に」、あなたを含めて一緒に住んでいた方の人数を教えてください。 
あなたご自身を含めて、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。（人数で回答） 

ア）未就学児（小学校入学前）  人 
エ）15 歳以上 18 歳未満 

（中学生を除く） 
 人 

イ）小学生  人 オ）18 歳以上 65 歳未満  人 

ウ）中学生  人 カ）65 歳以上  人 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 6  「現在」、あなたを含めて一緒に住んでいる方の人数を教えてください。 

あなたご自身を含めて、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。（人数で回答） 

ア）未就学児（小学校入学前）  人 
エ）15 歳以上 18 歳未満 

（中学生を除く） 
 人 

イ）小学生  人 オ）18 歳以上 65 歳未満  人 

ウ）中学生  人 カ）65 歳以上  人 

 

あなたの状況について教えてください。 
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【すべての方にうかがいます。】 

 問 7  あなたが現在お住まいの場所はどちらですか。（○は１つ） 

1. 震災発生当時の住居 ⇒ 問 8 へ  

2. 震災発生当時の住居以外 

3. 震災発生当時の住居とそれ以外の住居を行き来している 

 

【問 7で「1．震災発生当時の住居」と回答した方にうかがいます。】 

 問 8  川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1. 被ばく低減対策 

2. 住宅の修繕や建て替えへの支援  

3. 商業施設の充実 

4. 医療・介護福祉施設の充実  

5. 公共交通機関の充実 

6. 高校への進学支援（通学含め）を考えた 

学校や教育施設の充実や新設 

7. 雇用確保・就業支援 

8. 携帯電話やインターネット等通信環境の改善 

9. 道路整備 

10. 除染の徹底による線量軽減 

11. その他  具体的に 

 

 

 

12. 特にない 

 

【問 7で「1．震災発生当時の住居」と回答した方にうかがいます。】 

 問 9  国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 

 

 
問７で「1．震災発生当時の住居」と回答した方は、 

以上でご回答いただく内容は終わりです。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

同封の返送封筒にご記入済み調査票を入れて、 

１２月２１日（月）までに郵便ポストに投函してください（切手は不要です）。 

⇒ 問 10（4 ページ）へ
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【問 7で「2．震災発生当時の住居以外」または「3．震災発生当時の住居とそれ以外の住居を
行き来している」と回答した方にうかがいます。】 

 問 10  震災発生当時の住居以外にお住まいの理由は、何ですか。（○はいくつでも） 

1. 震災発生当時の住居周辺は放射線量の高さが心配だったから（心配だから） 

2. 震災発生当時の住居周辺に住む人が少ないと思ったから（思うから） 

3. 新たな場所で生活を開始したかったから（開始したいから） 

4. 震災発生当時の住居が荒廃していたから（荒廃しているから） 

5. 震災発生当時の住居が貸家だったから 

6. 震災発生当時の住居周辺で農作業が出来ないから 

7. 通勤・通学等がしにくいから 

8. その他（具体的に ） 

  

 問 11  あなたが現在お住まいの、避難先自治体を教えてください。 
（○は１つ。25 もしくは 26 と答えた方は      に具体的にご記入ください。） 

【 浜 通 り 】 

1． いわき市 

2． 相馬市 

3． 南相馬市 

4． 広野町 

5． 楢葉町 

6． 川内村 

7． 新地町 

【 中 通 り 】 

8． 福島市 

9． 郡山市 

10． 白河市 

11． 須賀川市 

12． 二本松市 

13． 田村市 

14． 伊達市 

15． 本宮市 

16． 桑折町 

17． 川俣町 

18． 大玉村 

19． 西郷村 

20． 三春町 

21． 小野町 

【 会 津 】 

22． 会津若松市 

23． 喜多方市 

24． 会津美里町 

 

【 福島県内のその他の市町村（1 から 24 以外） 】 

25． 福島県内のその他の市町村 

 →具体的にご記入ください 
 
  （市・町・村） 

 

【 福島県外 】 

26． 福島県外 

 →具体的にご記入ください 
 

 （都・道・府・県） 

 

 （市・町・村） 

 
 問 12  現在のお住まいは、どのような形態ですか。（○は１つ） 

1．応急借上住宅（民間住宅・公営住宅 6．民間賃貸住宅（集合住宅。有償） 

 などの借り上げ型。無償） 7．公営住宅 

2．応急仮設住宅（プレハブ型。無償） 8．給与住宅（社宅、公務員宿舎など） 

3．持ち家（一戸建） 9．家族のどなたかのお住まい・実家 

4．持ち家（集合住宅） 10．親戚・知人宅 

5．民間賃貸住宅（一戸建。有償） 11．その他（ ） 
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 問 13  今後のお住まいについて、どのようにお考えですか。（○は１つ） 

1. 川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる） ⇒ 問 14 へ  

2. 現時点ではまだ判断がつかない ⇒ 問 18（7 ページ）へ  

3. 川内村以外の場所に住みたいと考えている ⇒ 問 22（9 ページ）へ  

 

【問13で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 
 問 14  川内村内に住む時期について、現在のお考えをお聞かせください。（○は１つ） 

1． 既に川内村内に住んでいる 
2． １年以内 
3． ３年以内 
4． ５年以内 
5． 時期は決めていないがいずれ住みたい 

 

【問13で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 
 問 15  川内村内に住みたいと考えている方で、その場合のお住まいは、どのような形態を希望さ

れますか。（○は１つ） 

1． 元の持ち家（自宅）（建て替える場合も含む） 
2． 自宅とは別の場所に新たに一戸建の持ち家を購入したい 
3． 民間賃貸住宅（一戸建） 
4． 民間賃貸住宅（集合住宅） 
5． 公営住宅 
6． 給与住宅（社宅、公務員住宅など） 
7． 家族のどなたかのお住まい・実家 
8． 親戚・知人宅 
9． その他（具体的に ） 
10． 現時点では判断できない 

 

【問13で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 

 問 16  川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1. 被ばく低減対策 
2. 住宅の修繕や建て替えへの支援 
3. 商業施設の充実 
4. 医療・介護福祉施設の充実 
5. 公共交通機関の充実 
6. 高校への進学支援（通学含め）を考えた 

学校や教育施設の充実や新設 
7. 雇用確保・就業支援 

8. 携帯電話やインターネット等通信環境の改善 
9. 道路整備 
10. 除染の徹底による線量軽減 
11. その他  具体的に 
 
 
 
12. 特にない 

 

今後のご意向についてお聞かせください。 
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【問13で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と回答した方にうかがいます。】 

 問 17  国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 

 

 

 
 

問 13 で「1．川内村内に住みたいと考えている（既に住んでいる）」と 

回答した方は、以上でご回答いただく内容は終わりです。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

同封の返送封筒にご記入済み調査票を入れて、 

１２月２１日（月）までに郵便ポストに投函してください（切手は不要です）。 
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【問 13 で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

 問 18  今後のお住まいについて、判断するために必要なことを教えてください。（○はいくつでも） 

1． 道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤（インフラ）の復旧時期の目途 
2． どの程度の住民が戻るかの状況 
3． 放射線量の低下の目途、除染成果の状況 
4． 中間貯蔵施設の情報 
5． 原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や廃炉の状況） 
6． 放射線の人体への影響に関する情報 
7． 働く場の確保の目途 
8． 受領する賠償額の確定 
9． 住宅確保への支援に関する情報 
10． 教育環境の充実 
11． 医療・福祉環境の充実 
12． その他（具体的に ） 
13． 現時点で家族間の意見が分かれており、帰還意向について回答できない 
14． 現時点ではどのような情報があれば判断できるかわからない 

 

【問 13 で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

 問 19  川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1． 継続的な健康管理の支援 

2． 雇用確保の支援 

3． 仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用 

4． 役所からの継続的な情報提供 

5． 一時帰宅支援 

6． 高校への進学支援（通学含め）を考えた学校や教育施設の充実や新設 

7． 道路整備 

8． 除染の徹底による線量軽減 

9． その他（具体的に ） 

 

【問 13 で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 
 問 20  川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 

 1．そう思う 2．そう思わない  3．わからない 
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【問 13 で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 
 問 21  国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 

 

 

 
 

問 13 で「2．現時点でまだ判断がつかない」と回答した方は、 

以上でご回答いただく内容は終わりです。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

同封の返送封筒にご記入済み調査票を入れて、 

１２月２１日（月）までに郵便ポストに投函してください（切手は不要です）。 
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【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 
 問 22  川内村以外に住みたい理由は、どのようなことですか。（○はいくつでも） 

【帰還の前提・健康に関わるもの】 

1. 放射線量が低下せず不安だから 

2. 原子力発電所の安全性に不安があるから 

3. 水道水などの生活用水の安全性に不安があるから 

【村内の復旧状況に関わるもの】 

4. 川内村に戻っても仕事がなさそうだから 

5. 川内村での事業の再開が難しいから 

6. 営農などができそうにないから 

7. 家が汚損・劣化し、住める状況ではないから 

8. 川内村外への移動交通が不便だから 

9. 道路、鉄道等の交通インフラに不安があるから 

10. 医療環境に不安があるから 

11. 介護・福祉サービスに不安があるから 

12. 教育環境に不安があるから 

13. 生活に必要な商業施設などが元に戻りそうに 

ないから 

【今後の生活に関わるもの】 

14. 高齢者・要介護者だけの世帯 

なので生活が不安だから 

15. 他の住民も戻りそうにないから 

16. 帰還までに時間がかかるから 

17. 避難先で仕事を見つけているから 

18. 今の環境で子どもの教育を継続 

させたいから 

19. 避難先の方が生活利便性が高いから 

20. その他  具体的に 

 

【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 
 問 23  今後、居住を希望する自治体はどちらですか。その自治体を教えてください。 

（○は１つ。24 もしくは 25 と答えた方は       に具体的にご記入ください。） 

【 浜 通 り 】 

1． いわき市 

2． 相馬市 

3． 南相馬市 

4． 広野町 

5． 楢葉町 

6． 新地町 

【 中 通 り 】 

7． 福島市 

8． 郡山市 

9． 白河市 

10． 須賀川市 

11． 二本松市 

12． 田村市 

13． 伊達市 

14． 本宮市 

15． 桑折町 

16． 川俣町 

17． 大玉村 

18． 西郷村 

19． 三春町 

20． 小野町 

【 会 津 】 

21． 会津若松市 

22． 喜多方市 

23． 会津美里町 

 

【 福島県内のその他の市町村（1 から 23 以外） 】 

24． 福島県内のその他の市町村 

 →具体的にご記入ください 
 
  （市・町・村） 

 

【 福島県外 】 

25． 福島県外 

 →具体的にご記入ください 
 

 （都・道・府・県） 

 

 （市・町・村） 

 
 

Ⅳ 参考資料 
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【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 24  今後のお住まいとして、想定されるお住まいはどのような形態ですか。（○は１つ） 

1. 持ち家（一戸建）  

2. 持ち家（集合住宅）  

3. 民間賃貸住宅（一戸建）  

4. 民間賃貸住宅（集合住宅） 

5. 公営住宅   

6. 給与住宅（社宅など）  

7. 家族のどなたかのお住まい・実家 

8. 親戚・知人宅 

9. その他（具体的に ） 

10. 現在のお住まい 

11. 現時点では判断できない 

 

 

【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 
 問 25  今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1． 継続的な健康管理の支援 

2． 雇用確保の支援 

3． 仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用 

4． 役所からの継続的な情報提供 

5． その他（具体的に ） 

 

 

【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 
 問 26  川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 

 1．そう思う 2．そう思わない  3．わからない 
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【問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 27  国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 

 

 

 
 

問 13 で「3．川内村以外の場所に住みたいと考えている」と回答した方は、 

以上でご回答いただく内容は終わりです。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

同封の返送封筒にご記入済み調査票を入れて、 

１２月２１日（月）までに郵便ポストに投函してください（切手は不要です）。 

Ⅳ 参考資料 
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Ｂ 

川内村住民意向調査 
 

 

 

【お問い合わせ先】 

復興庁 

「住民意向調査」 

問い合わせセンター 

調査の趣旨、記入方法について 

フリーダイヤル ０１２０－９０１－８４３ 

[設置期間：１２月８日（火）～１２月２１日（月）10 時～17 時]

 土･日･祝を除く

福 島 県 
〒960-8670 福島県福島市杉妻町 2番 16 号 

避難地域復興局 生活拠点課 

Tel：０２４－５２１－８６１７ 

川 内 村 
〒979-1292 福島県双葉郡川内村大字上川内字早渡 11 番 24 号 

川内村役場 総務課 企画政策係 

Tel：０２４０－３８－２１１１（直通） 

 

● 調査をお願いする方 

ご回答は、世帯の代表者の方にお願いいたします。 

現在世帯が分離し避難されている場合は、それぞれの場所にお住まいの代表者の方に、

ご回答をお願いいたします。 

 

● ご回答方法 

ご回答は、あてはまる番号を選び、その番号に○をつけてください。 

「その他」に○をされた場合は、（   ）内に具体的な内容もご記入ください。 

の中に具体的な内容の記入をお願いしている問には、具体的な内容（地名、

数など）をご記入ください。 

 

 個人情報について 

・調査票に記載いただいた個人情報は、川内村、福島県及び復興庁において適切に管理

するとともに、各種施策の検討目的以外には使用いたしません。 

・また、回答はすべて統計的な処理を行い、個人の特定につながるような内容が公表さ

れることはありません。 

 

● ご提出方法 

ご記入済みの調査票は、１２月２１日（月）までに、同封の返信用封筒に入れ、郵便ポ

ストにご投函ください（切手は不要です）。 

記入上の注意 
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【すべての方にうかがいます。】 

 問 1  あなたの現在の年齢を教えてください。（○は１つ） 

1. ～１９歳 

2. ２０～２４歳 

3. ２５～２９歳 

4. ３０～３４歳 

5. ３５～３９歳 

6. ４０～４４歳 

7. ４５～４９歳 

8. ５０～５４歳 

9. ５５～５９歳 

10. ６０～６４歳 

11. ６５～６９歳 

12. ７０～７４歳 

13. ７５～７９歳 

14. ８０歳以上 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 2  現在のあなたの職業を教えてください。 
仕事に就いている方は、業種も教えてください。なお、２つ以上の職業を持っている場合は、
主な収入源になっている職業を教えてください。 

（1） 職業（就業形態） （○は１つ） 

1. 自営業・会社経営者（継続中もしくは再開済） 

2. 自営業・会社経営者（休業中） 

3. 会社員(勤め人)（事務や内勤を主とする業務） 

4. 会社員(勤め人)（労務や外勤を主とする業務） 

5. 団体職員 

6. 公務員 

7. パート・アルバイト 

8. 学生 

9. 無職（職を探していない）   ⇒ 問 3 へ 

10. 無職（職を探している） 

11. その他  具体的に 

 

 

【仕事に就いている方（問 2（1）で「1」から「7」、「11」と回答した方）にうかがいます。】 

（2） 業種 （○は１つ） 

1. 農･林･漁･畜産業 

2. 建設業 

3. 製造業 

4. 電気･ガス・水道業 

5. 運輸業 

6. 卸･小売り･飲食、サービス業 

7. 金融・保険業 

8. 医療・福祉 

9. 教育 

10. 公務 

11. その他（具体的に ） 

 

 

はじめに、ご記入いただくあなたご自身のことについて教えてください。 
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【すべての方にうかがいます。】 

 問 3  震災発生当時にお住まいだった住宅は、どのような形態でしたか。（○は１つ） 

1. 持ち家（一戸建） 

2. 民間賃貸住宅（一戸建） 

3. 民間賃貸住宅（集合住宅） 

4. 公営住宅 

5. 給与住宅（社宅、公務員宿舎など） 

6. 家族のどなたかのお住まい・実家 

7. 親戚・知人宅  

8. その他  具体的に 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 4  「震災発生当時に」、あなたを含めて一緒に住んでいた方の人数を教えてください。 
あなたご自身を含めて、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。（人数で回答） 

ア）未就学児（小学校入学前）  人
エ）15 歳以上 18 歳未満 

（中学生を除く） 
 人 

イ）小学生  人 オ）18 歳以上 65 歳未満  人 

ウ）中学生  人 カ）65 歳以上  人 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 5  「現在」、あなたを含めて一緒に住んでいる方の人数を教えてください。 

あなたご自身を含めて、現在の年齢等にあてはまる人数でご回答ください。（人数で回答） 

ア）未就学児（小学校入学前）  人
エ）15 歳以上 18 歳未満 

（中学生を除く） 
 人 

イ）小学生  人 オ）18 歳以上 65 歳未満  人 

ウ）中学生  人 カ）65 歳以上  人 

 

あなたの状況について教えてください。 
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【すべての方にうかがいます。】 

 問 6  将来、川内村の避難指示が解除された後の川内村への帰還について、現時点でどのようにお
考えですか。「1」から「3」の中から一つ選び、それぞれの質問にお答えください。（○は１つ） 

1. 戻りたいと考えている（将来的な希望も含む） ⇒ 問 7 へ  

2. まだ判断がつかない ⇒ 問 12(4 ページ)へ  

3. 戻らないと決めている ⇒ 問 14(5 ページ)へ  

 

【問 6で「1．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

 問 7  川内村へ戻る時期を教えてください。（○は１つ） 

1. 解除後すぐに戻りたい 

2. 解除後１年以内に戻りたい 

3. 解除後３年以内に戻りたい 

4. 解除後５年以内に戻りたい 

5. 時期は決めていないがいずれ戻りたい 

 

【問 6で「1．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

 問 8  戻る場合に家族の全員か一部かについて教えてください。（○は１つ） 

1. 家族全員での帰還を考えている 

2. 家族一部での帰還を考えている 

3. 現在検討しているところ 

4. まだわからない 

 

【問 6で「1．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 
 問 9  帰還した場合のお住まいは、どのような形態を希望されますか。（○は１つ） 

1. 元の持ち家（自宅）（建て替える場合を含む） ⇒ 問 11 へ  

2. 自宅とは別の場所に新たに一戸建ての持ち家を建てたい 

3. 自宅とは別の場所に分譲集合住宅を購入した 

4. 民間賃貸住宅（一戸建） 

5. 民間賃貸住宅（集合住宅） 

6. 公営住宅 

7. 給与住宅（社宅など） 

8. 家族のどなたかのお住まい・実家 

9. 親戚・知人宅 

10.  その他  具体的に 

 

 

 

 

将来に関するご意向についてお聞かせください。 

⇒ 問 11 へ  

⇒ 問 10 へ  
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【問 9で「2」「3」と回答した方にうかがいます。】 

 問 10  元の持ち家以外を希望される理由は、何ですか。（○はいくつでも） 

1. 元の持ち家（自宅）周辺の放射線量の高さが心配だから 
2. 元の持ち家（自宅）周辺に住む人が少ないと思うから 
3. 川内村内の新たな場所で生活を開始したいから 
4. 今後、さらなる原子力事故の被害を受けることが心配だから 
5. 元の持ち家（自宅）が荒廃しているから 
6. その他（具体的に ） 

 

【問 6で「1．戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方にうかがいます。】 

 問 11  川内村に戻る場合に、今後の生活においてどのような支援が必要と考えますか。 
（○はいくつでも） 

1.  被ばく低減対策 
2.  住宅の修繕や建て替えへの支援 
3.  商業施設の充実 
4.  医療・介護福祉施設の充実  
5.  公共交通機関の充実 
6.  高校への進学支援（通学含め）を 

 考えた学校や教育施設の充実や新設 
7.  雇用確保・就業支援 

8.  携帯電話やインターネット等通信環境の改善 
9.  道路整備 
10.  除染の徹底による線量軽減 
11.  その他  具体的に 
 
 
 
12.  特にない 

 

【問 6で「2．まだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

 問 12  川内村へ戻ることを判断するために必要なことを教えてください。（○はいくつでも） 
1. 避難指示解除となる時期の目安に関する情報 
2. 道路・鉄道・学校・病院などの社会基盤（インフラ）の復旧時期の目途 
3. どの程度の住民が戻るかの状況 
4. 放射線量の低下の目途、除染成果の状況 
5. 中間貯蔵施設の情報 
6. 原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や廃炉の状況） 
7. 放射線の人体への影響に関する情報 
8. 働く場の確保の目途 
9. 受領する賠償額の確定 
10. 住宅確保への支援に関する情報 
11. 教育環境の充実 
12. 医療・福祉環境の充実 
13. その他（具体的に ）
14. 現時点で家族間の意見が分かれており、帰還意向について回答できない 
15. 現時点ではどのような情報があれば判断できるかわからない 

 

【問 6で「2．まだ判断がつかない」と回答した方にうかがいます。】 

 問 13  川内村での今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1. 継続的な健康管理の支援 6. 高校への進学支援（通学含め）を考えた 

2. 雇用確保の支援 学校や教育施設の充実や新設 

3. 仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用 7. 道路整備 

4. 役所からの継続的な情報提供 8. 除染の徹底による線量軽減 

5. 一時帰宅支援 9. その他  具体的に 

 

 問 19（7 ページ）へ 
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【問 6で「2．まだ判断がつかない」「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 14  川内村との“つながり”を保ちたいと思いますか。（○は１つ） 

1. そう思う 2. そう思わない 3． わからない 

 
 
 
 

問 6 で「2．まだ判断がつかない」を選んだ方は 問 19（7 ページ）へ  

問 6 で「3．戻らないと決めている」を選んだ方は 問 15 へ  
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【問 6で「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 15  戻らないと決めている理由は、どのようなことですか。（○はいくつでも） 

【帰還の前提・健康に関わるもの】 

1. 放射線量が低下せず不安だから 

2. 原子力発電所の安全性に不安があるから 

3. 水道水などの生活用水の安全性に不安があるから

【村内の復旧状況に関わるもの】 

4. 川内村に戻っても仕事がなさそうだから 

5. 川内村での事業の再開が難しいから 

6. 営農などができそうにないから 

7. 家が汚損・劣化し、住める状況ではないから 

8. 川内村外への移動交通が不便だから 

9. 道路、鉄道等の交通インフラに不安があるから 

10. 医療環境に不安があるから 

11. 介護・福祉サービスに不安があるから 

12. 教育環境に不安があるから 

13. 生活に必要な商業施設などが元に戻りそうに 

 ないから 

【今後の生活に関わるもの】 

14. 高齢者・要介護者だけの世帯 

 なので生活が不安だから 

15. 他の住民も戻りそうにないから 

16. 帰還までに時間がかかるから 

17. 避難先で仕事を見つけているから 

18. 今の環境で子どもの教育を継続 

 させたいから 

19. 避難先の方が生活利便性が高いから 

20. その他  具体的に 

 

【問 6で「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 16  帰還しない場合に、居住を希望する自治体はどちらですか。その自治体を教えてください。 
（○は１つ） 

【 浜 通 り 】 

1． いわき市 

2． 相馬市 

3． 南相馬市 

4． 広野町 

5． 楢葉町 

6． 新地町 

【 中 通 り 】 

7． 福島市 

8． 郡山市 

9． 白河市 

10． 須賀川市 

11． 二本松市 

12． 田村市 

13． 伊達市 

14． 本宮市 

15． 桑折町 

16． 川俣町 

17． 大玉村 

18． 西郷村 

19． 三春町 

20． 小野町 

【 会 津 】 

21． 会津若松市 

22． 喜多方市 

23． 会津美里町 

 

【 福島県内のその他の市町村（1 から 23 以外） 】 

24． 福島県内のその他の市町村 

 →具体的にご記入ください 
 
  （市・町・村） 

 

【 福島県外 】 

25． 福島県外 

 →具体的にご記入ください 
 

 （都・道・府・県） 

 

 （市・町・村） 

 

【 その他 】 

26． 決めかねている 
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Ⅳ 参考資料 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 参考資料 

 

【問 6で「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 17  帰還しない場合に、今後のお住まいとして、希望する住宅はどのような形態ですか。 

（○は１つ） 

1. 持ち家（一戸建） 7. 家族のどなたかのお住まい・実家 

2. 持ち家（集合住宅） 8. 親戚・知人宅 

3. 民間賃貸住宅（一戸建） 9. その他（具体的に ）

4. 民間賃貸住宅（集合住宅） 10. 現在のお住まい 

5. 公営住宅 11. 現時点では判断できない 

6. 給与住宅（社宅など） 

 
【問 6で「3．戻らないと決めている」と回答した方にうかがいます。】 

 問 18  今後の生活において、どのような支援を求めますか。（○はいくつでも） 

1． 継続的な健康管理の支援 

2． 雇用確保の支援 

3． 仮設住宅・借り上げ住宅の継続的利用 

4． 役所からの継続的な情報提供 

5． その他（具体的に ）

 

 

【すべての方にうかがいます。】 

 問 19  国や自治体への要望、復興に対するあなたの展望やお気持ちなどをご自由にお書きください。 

 

 
 

以上でご回答いただく内容は終わりです。 

ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。 

同封の返送封筒にご記入済み調査票を入れて、 

１２月２１日（月）までに郵便ポストに投函してください（切手は不要です）。 
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